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韓国における改正国民基礎生活保障法の特徴と課題

ーオーダーメイド型個別給与は、 福祉の死角地帯を解消したのかー

西 村 憲 次

1. はじめに

(1)福祉の死角地帯解消を目的とした制度改正

改 め て 「福祉の死角 地帯」 の存在 と そ の深刻 さ を 知 ら し め 、 国民基礎 生

活保障法 の 改正 を 促す き っ か け と な っ た事件が、 松坂 (ソ ンパ ) 三母娘 自

殺 事件 で あ る 。

こ れ は2014年 2 月 に 、 ソ ウ ル市松坂 (ソ ンパ ) 区 の あ る半 地下 の 部屋 で

生活 し て い た母 親 (60代) が 「家主 の お ば さん に は 本当 に 申 し訳 あ り ま せ

ん 。 最 後 の家賃 と 公共 料金です」 と い う 手紙 と 、 現金70万 ウ ォ ン の 入 っ た

封筒 を残 し 、 2 人の娘 と と も に 自殺 し た 事件だ。 事件の 12年前 に父 親が癌

で死 亡。 30代 の 2 人の娘 に は 、 不良 債権があ り 、 ま た 長女 は健康状態 が悪

く 、 安 定 し た仕 事 に 就く こ と がで き な か っ た 。 家計 を 支 え た母 親 も食堂 で

働 い て い た が、 怪我 を し て働 け な く な っ た 。 そ の た め 、 さ ら に 生 活 は 困 難

に な っ た が、 福祉制 度 に はつ な が ら な い ま ま 死 に至 っ た 事件 で あ っ た 。

韓 国 で は 、 こ の よ う な 関係者が心 を痛 め る 事件が発 生 し て お り 、 生活が

困 難 に陥 っ て も 、 福祉制 度 自 体 を 知 ら な か っ た り 、 制 度 を 申 請 し で も 要件

に 合 わず に 利用 で き な い と い っ た い わゆ る 「福祉の死角 地帯J の解 消 が大

き な課題 と な っ て い る 。

そ の た め 、 「死角 地帯」 の解 消 を 目 的 に 、 選定基準 の 変 更 や 受給要件 を
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緩和 す る な どの制度改革 が行 わ れて き て い る 。

(2)国民生活のセーフテイネットとしての国民基礎生活保障制度

韓 国 に お い て 国民生活の最 後 の セ ー フ テイ ネ ッ ト は 、 日 本の 生活保護制

度 に 相 当 す る 国民基礎 生活保障制 度で あ る 。 こ の 制 度 は 、 1999年 に 成立 し 、

2000年10月 か ら 施行 さ れた。 そ し て 、 2014年12月 に 、 大幅 改正が行 わ れた 。

こ の改正 に よ っ て 、 ①受給者の 選定基準が、 最 低生計費 を 基準 と し て い

た も の か ら 国民 の 中位 所得 と い う 相対的 な選定基準 に 変更 さ れ、 ② 7 つ の

給与l の う ち 、 4 つ の給与 は 、 単独 で受給で き る よ う に な っ た 。 つ ま り 、

「パ ッケ ージ 」 方式 に よ る 支給か ら 、 「ニ ーズ 」 に 応 じ て 受給す る 、 「オ ー

ダ ーメ ード J 方式 に 変更 さ れた の であ る 。

本稿 は 、 こ の 制 度改正 の特徴 と 成立 過程 での論点 、 改正後の課題 に つ い

て整理す る 。

な お 、 末尾 に参 考資料 と し て 条文翻訳 を掲 載す る 。

2. 2000年スタートの国民基礎生活保障制度の概要

( 1 )生活保護法から国民基礎生活保障法ヘ

韓 国 で は 、 1961年 に 生活保護法がス タ ー ト し た 。 生活保護法 は年齢 要件

があ り原則、 労働 能力 を 有す る 者 を排 除 し て い た 。 そ の後、 1982年 に 、 全

面 的 な 改正 が行 わ れ、 数 次 に わ た っ て 改 定 さ れ た 。 し か し 生活保護法 は

「貧 困 は個 人 の責任 」 と す る 考 え 方 を 基本 と し て い た た め 、 権利性が不十

分 で あ っ た 。

1 日本の法 律においては 、「保護J I給付」であるが、 韓 国語を直訳した 「給

与」という用語を使用する。

なお、 国民基礎生活保障制度受給者は 、 2018年度174万人、 受給率は3.4%であ

る(www.mohw.go.kr)
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韓 国 で は 、 1997年 のIMF 通貨危 機以降 、 新 自 由主 義的傾向 が強 ま り 、 労

働 者聞 の競争 が激 化 し 、 非 正規労働 者 ・ 派遣 労働 者が大量 に 増 え 、 リ ス ト

ラ や企 業倒 産 な ども発 生 し た 。 と り わ け、 勤労貧 困 層 が大量 に創 出 さ れ、

貧 困問題 が深刻 化 し 、 「所得 の両極化J と い わ れ る 所得格 差も 大 きく広 が

り 、 自殺 率も高く な っ た 。 こ の た め 、 制 度 を抜 本的 に 改善 し よ う と す る世

論 が高 ま り 、 参 与連帯 な どの多く の市民団 体や社会運動団 体、 宗 教団 体 に

よ る 国民基礎 生活保障法制 定運動が展 開 さ れて 、 1999年 9 月 7 日 に 生活保

護法 に 代 わ り 、 国民基礎 生活保障法が制 定 さ れ、 約 1 年間 の準備期間 を 経

て2000年10月 か ら ス タ ー ト し た 。

(2)貧困は個人の責任ではなく社会の責任で解決

2000年10月 に 施行 さ れた 国民基礎 生活保障制 度 は 、 制 度 の 理念 ・ 趣旨 を

大 きく転換 し 、 受給 に あ た り 年齢 要件や労働 能力 の有無 は問 わ な い こ と や 、

実施主体の保障責任 な ど も盛 り 込 ま れた。

特 に 法第 2 条 (定義) に お い て 、 給与 を 受 け ら れ る 資格 を 持つ 国民 を 受

給権者 と し 、 申 請 し て給与が決定 さ れた 者 を 受給者 と す る な ど、 受給 に 対

す る 国民の 「権利」 が明確化 さ れた。

(3)受給資格要件の特徴

国民基礎 生活保障制度 を 受給す る た め に は 、 所得認定基準 と 扶養義務者

基準 の二 つ の 要件 を 満 た さ な け ればな ら な い。

日 本の 生活保護制度 と同様 に 資産要件があ る が、 韓 国 の 制 度 は 、 資 産 は 、

一般 財産、 住居用 財産、 金融財産、 自 動車 に 別 け て 、 そ れぞれ異 な る 比率

で所得 に換 算 し て所得認定額 に 反映 す る と い う 独 特 の仕組 み を採 用 し て い

る 。

も う 一 つ の要件は、 「扶養義務者基準」 で あ る 。

扶養義務者基準 と は、 どん な に 生活が困 難で あ っ ても 、 そ の 人 の 家 族 に
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一 定の所得 ・ 資産があ れ ば、 家族が優先 的 に扶養す る 義務 を 負 い 、 給与が

受 け ら れ な い と い う 基準であ る 。 こ の基準 は 「福祉の死角 地帯」 を 生 み 出

す要因 のーっ と 考 え ら れて お り 、 数 次の改正 を 受 け て 現制度の扶養義務者

基準の 範 囲 は 、 受給権者の 1 親等 の直系血族及 びそ の 配偶者 と し て い る 。

た だ し死 亡 し た 1 親等の 直系血族の配偶者 は扶養義務者か ら 除外 さ れて い

る 。

基礎 生活保障制度の給与 を受 給す る た め に は 、 本人の 所得が基準以下で

あ る こ と に加 え て 、 扶養義務者がい な いか、 あ る い は扶養義務者がい て も

扶養能力 が な い か微弱 で あ る と い う 基準 を 満 た さ な け れ ば な ら な い。

ま た稼働 年齢 層 に つ い て は、 労働 能力判 定 を 受 け て 、 労働 能力があ る と

判 定 さ れた場合 は 、 自 活支援事業 に よ る 就労支援プログラム に参 加す る こ

と が義務づ け ら れて い る 。

3. 制度改革の方向性

( 1 )貧困問題の深化と制度改正の方向

国民基礎 生活保障法改正 に あ た り 、 政策提起 を 行 っ て き た韓 国保健社会

研究院 のノ ・ デミョ ン氏 は 、 通貨危 機以降 の韓 国 に お け る貧 困問題 の特徴

に つ い て 、 貧 困 層 の量 的拡 大 と 構成変化の側面 か ら 、 ①貧 困 率 が大 き く

ア ップ し た こ と 、 ②高齢 者の貧 困問題 の深刻 化、 ③勤労者貧 困問題 の 3点

を挙げ て い る2 。

①統 計庁 の発 表で は 、 2013年 に韓 国 の貧 困 層 は 人 口 の 14.6% 、 約733万 人

に達 し 、 ま た 通貨危 機以後、 1999年- 2013年 の平均貧 困 率 は 1 1.8% と依

2 ノ ・ デミョン「基礎生活保障制度の現状と課題J 保健福祉フォーラ ム 、 2015

年1月(韓 国保険社会研究院) p27・28 原文: .r..tll� 71主匁華且奇何11.5ミ� 電

号斗斗刈 ・ 旦忍号ス1豆電(2015.1.)
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然高く 、 高貧 困状態が長期 に わ た り 、 維 持 さ れ て 、 抜 け 出 せ な い状態 に

あ る 。

②高齢 者 の貧 困 に つ い て は 、 韓 国 の高齢 者の貧 困 率 はOECD 加盟 国 の う ち

最 も高く 、 2013年現在 48.0% に達 し 、 ま た2013年 の高齢 者 の 自殺 率 は 10

万 人 当 た り 64.2人で、 1990年 の 14.3人 に 比べ て 約4.5倍 に 増 加 し た 。 財 政

拡 大 を 通 じ た 老後所得保障体系 の強 化が避 け ら れ な い 。

③勤労者の貧 困 に つ い て は 、 通貨危 機以降 、 大量失 業 に よ り 勤労年齢 層 で

の貧 困問題 が深刻 化 し 、 彼 ら が扶養 し て い た高齢 者や障害者 も ま た貧 困

に な っ た 。 勤労貧 困層 の発 生 は、 将来 の高齢 者の貧 困層 を 増 加 さ せ る原

因 で あ り 、 ま た働く貧 困 層 の 増 加 は 、 様々 な 事件・ 事故 を 通 じ て 社 会 全

体 に 大 き な影響 を 及ぼ し て き た 。 勤労貧 困 層問題 の解 決 に向 け た 雇 用・

福祉連携 の強 化が必 要で あ る 。

ノ ・ デミョ ン氏 は、 こ の よ う な貧 困問題 の状況 を 見通 し た 上で、 基礎 生

活保障制度 の 改編 作業 を 進め な け ればな ら な い と し て い る 。

(2 )最低生計費と中位所得選定基準との関係

国民基礎 生活保障制度 の 目 的 は生活が困 難 に陥 っ た 者 に 対 し て 最 低生活

を 保障す る こ と に あ る 。 「最 低生計費」 は 中 央生活保障委員 会 の 審議 決定

し 、 保健福祉部長官が公表 し て き た 。 2000年 に 施行 さ れた 国民基礎 生活保

障法で は 、 最 低生計費 の 決定方法 に つ い て は 、 マ ーケ ッ トバ スケ ッ ト 方式

を採 用 し て 3 年ご と に 計測調査が行 わ れ て き た 。 し か し 、 中 央生活保障委

員 会で最 低生計費 を 最終 的 に 審議 ・ 議 決す る 過程 で、 予算 な ど に 合 わ せ て

マ ーケ ッ トバ スケ ッ ト の 品 目 な どが再 調整 さ れて い る の で は な い か と い う

指摘 な ど も あ り え 市民団 体、 当 事者団 体 は 、 水 準 が非 現実 的 だ と 主張 し

3 キ ム ・ ジョンス「社会保障委員会の国民基礎生活保障法 改正案に対する批判

的検討J p.92-93召季牛 斗詞且す判型詞91号tll7]主想普且す唱7>>�せ叶l叫ノ
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て き た40

キム ・ ジョ ン ス氏 (弁 護士 ) は 、 改正 に伴 う 選定基準の変更 に つ い て は 、

①最 低生計費 の 決定 に お け る 政 治的影響 ま た は 、 予算的制約 か ら免 れ る 可

能性があ る と い う 長所があ り 、 ② こ う し た 長所 を 活かす た め に は 国会で給

与基準 を 決め る こ と が妥 当 で、 た と え 具体的 な 給与基準 を 中 央生活保障委

員 会で決め る と し て も 最 低限、 法律に最 低保障水 準 を 規定 し て 法的権利性

を 確保 し な け れ ば な ら な い。 ③中央生活保障委員 会が具体的 な 給与水 準 を

定め る重 要 な役割 を 担 当 す る こ と に な れば、 社会的合意が得 ら れ る よ う に

中 央生活保障委員 会 の 委員構成 を 変更 し な ければな ら な い と 指摘 し た。

ま た 、 相対的所得水 準方式 を 使用 す る 場合、 実質 的 な 最 低生活が保障 さ

れ る よ う に 、 最 低生計費 を 計測 し 公表す る 制度 を 維 持 し て 、 最 低保障水 準

が最 低生計費 以 上 に な る よ う に し な け れ ば な け れ ば な ら な い と の 指摘 も

行 っ た50

(3)オーダーメード型制度改編への市民団体等の反応

政府 は 、 2010年 を前 後 し て 国民基礎 生活保障法の見直 し に着 手 し て 、 貧

困 政策 制 度改善企 画団 を 通 じ て 国民基礎 生活保障 法 の 改正 を 検討 し て き

み�6I� 。

2013年 に 当 時 の朴櫨恵 政府 は、 統 合給与か ら個 別給与 に転換 し 、 受給者

を そ の 当 時140万人か ら 220万人へ と 80万 人増 やす制度改正案 を 提示 し た70

、電! ll]宅�:;;司召豆 λト詞且恐喝脅刈3司刈2豆2014.12

4 キ ム ・ ユンヨン「改正国民基礎生活保障制度(オーダーメイド型個別給与)

1年、 評価および改善要求案J 2016年8月19日 p16原文:召会常 7ß弓号電1

7]"丞想警且す刈I]�三(安吾宅7ß電音吋) 1司王宮7ト妥7ß 1}..9..子せ 安春宅7ß�皇音

叶1国，号1i.l7]"主λB若旦菅刈]5õ. �7ト.2}7ß 1}斗刈l豆喜詞

5 キ ム ・ ジョンス 前掲書3pl03・105

6 キ ム ・ ユンヨン 前掲書4p34

7 ハンギヨレ新聞2却01日3年5月14日付原文: 苦3苅司司ht悦t句p広:1υIwww.h凶an凶 l i.C∞o.krl々ar此吋tiν/ 

soci柁ety/soci挺ety一_ge叩neraLν1587424.仙.html
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市民団 体や専門 家は 、 個 別給与 な どの改編案 の 基本的 な 方向 と 受給者の

拡 大方向 に つ い ては 、 歓迎 す る 一方で受給者が受 け と る 給与額が減 る な ど

の問題 が起 き る の では な い か と の懸念 を示 し た 。 例 え ば参 与連帯は 、 「勤

労能力 者 を 受給者か ら排 除 し て 、 生計 給与 と 医療給与予算か ら節約 さ れ る

予算で教育給与、 住居給与 だ け を 受 け る 受給者 を 増 や す こ と だ」 と い う懸

念 を示 し た。

ま た 、 民主社会 の た め の弁 護士 の会は 、 2013年 5 月 に提 出 さ れ、 継 続審

議 さ れ て い た 「 国 民基礎 生活保障法改正案 」 に 対 し 、 2014年 2 月 付 け で

「政府 と セヌリ党は 国民基礎 生活保障法 の 改悪案 を撤 回 せ よ J と い う 声 明

を 出 し た80

こ の声 明 に お い て 、 「現行 の基礎 生活保障 制 度 も広 範 囲 な死角 地帯 が存

在 す る な ど懸案 が多 い J r 法改正 を 行 な わ なく て も今 か ら で も 予算 を 確保

し 、 こ れ ら の 人々 を 受給者の範囲 に含め、 こ れ ら の 人々 のニ ーズ に 合 う 医

療給与や住居給与 な ど を 実施す る こ と で、 政府 が言 うニ ーズ 別 のオ ー ダ ー

メ ード型個 別 給与 を 実施す る こ と がで き る 。 に も かか わ ら ず政府 と 与党は 、

最 低生計 費 を廃 止 し 、 国民の最 低生活保障請求権 を なく し た ま ま 、 受給者

に す で に “オ ー ダ ーメ ード "で提供 さ れて き た 給与が不必 要 に重 複 し て い る

かの よ う に装 い 、 改正案 が成立すれば、 よ り 多く の貧 困層 が恩恵 を 受 け る

こ と に な る と い っ た よ う な誤 っ た宣伝 を し て い る 」 と 主張 し た 。

オ ー ダ ーメイド型個 別給与 を 基礎 に し た 制 度 の 改編 に つ い ては 、 様々 な

期待 と問題点な どが指摘 さ れな が ら 、 2014年12月 に 国民基礎 生活保障法が

改正 さ れて 、 2015年 7 月 か ら 施行 さ れ る こ と に な っ た 。

8 'il手λト司曇♀Jを喧�λト旦旬 [匁守F8ヰ斗λH土「司す会号'il7];主^�苦2立す

耳目羽生干せ含謹司吉ト斗.
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4， 改正された制度の特徴といくつかの課題

( 1 )改正の主な内容

国民基礎生活保障制度改正の主な内容は以下の通りである。

[A]受給者の選定基準が旧制度では最低生計費という絶対的な基準か

ら、 国民中位所得という相対的な基準に変更された。

[B]すべての給与を一括して受ける統合給与ーからオーダーメイド型個

別給与へ改編された。

従来は、 下記の7つの給与がパッケージとして支給されたが、 そのうち

生計給与、 住居給与、 医療給与、 教育給与については、 生計給与中位所得

30%、 医療給与中位所得40%、 住居給与I:I�位所得43%(その後45%)、 教育

給与中位所得50%とそれぞれ独自に選定基準を設けて、 単独で給与を受け

ることができるようになった(図l参照)。

①生計給与②住居給与①医療給与④教育給与⑤出産給与⑥葬祭給与⑦自

活給与

毘週

図1 旧基礎法とオーダーメイド型基礎法の比較

野踊宿ー : 園調 EiiiI!!!!!!藷::F'ZII=監姐.

! 回郡一一一一一一一一一-

rナプーj ，蜘

E;，16'聖書苦E加三三_)'-'1"'1画覗宅写抱!f.'�;耳目・・・ E事�郵船扇E忌!!\ヨー・阿曽t.ìit>:雪註司�J.ti司圃圃圃圃E
資料 社会保障委員会、「基礎生活保障制度のオーダーメイド型給与体系改編案、 2013年9月108

出所 キム ・ ジョンス「社会保障委員会の国民基礎生活保障法改正案に対する批判的検討J P100 

日本の生活保護制度ように、 すべての扶助を「パッケージ」として利用
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するのではなく、 受給権者の実態に応じて、 生計給与、 医療給与、 住居給

与、 教育給与は、 単独で、受給できるようにした。

これは、 旧制度で、は、 最低生計費以下であれば、 統合した給与を受ける

ことができたが、 最低生計基準から少しでも所得がアップすると受けられ

ないrAll or NothingJになっていた現状を変更したものだ。

オーダーメード型個別給与への移行で、 教育給与は、 教育部が管轄し、

住居給与は国土交通部が管iji��することになった。 2014年1月に、 住居給与

法が制定され、 医療給与は医療給与法、 教育給与は、 初等・1:1こI等教育法、

住居給与は、 住居給与法に位置づけられた。

[C]さらに、 扶養義務者基準について、 教育給与の扶養義務者基準を

廃止するなど改善を行った(表1参照)。

表1 扶養義務者基準の緩和の内容なと

年 内 容

受給権者の直系忠族及びその配偶者、生計をーにするZ親等以内の邸族。
eooo年10月 遁fすなわち受給権者の父母、成人子どもとその配偶者、そして徳父母、孫及びその混偶者、

宣告十を一つにする兄弟姉妹が扶饗義務者の範聞に含まれた。

e004年

ソン ピョンド/- r扶養義務者基準の限界と改善策」 保健福祉フォーラム2019年9月通巻第275号

斡国保健社会研究院など から筆者が作成

会'IH� r早包旦|平持フ|を旦|世刈21 珂I�忠世」旦己号>'I.!l岩(2019.9)

(2)選定基準をめぐって指摘された問題点や課題など

「基礎法を正す共同行動」のキム ・ ユンヨン氏は、 改正された国民基礎

生活保障制度の選定基準について、 新旧法の選定基準による金額を比較し

て以下の問題点を指摘している(表2参照)。

(官tl法 '20) 53-l. 301 (301) 
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表2 旧法と新法の選定基準の比較(単位 ウォン)

最低生計費 617，281 1，051，048 1，359，688 1，668，329 1，976，970 

最低生計費120%(次上位) 740，737 1，261，257 1，631，625 2，001，994 2，372，364 

畿大現金給与 499，288 850，140 1，099，784 1，349，428 1，599，072 

中位所得40%(医療) 624，935 1，064，078 1，376，546 1，689，013 2，001，481 

中位所得43%(住居) 671，805 1，143，884 1，479，787 1，815，689 2，151，592 

最大生計給与 437，454 744，855 963，582 1，182，309 1，401，037 

出所 キム ユンヨノ「改正国民基礎生活保障制度(オ-�ーメイド型個別給与) 1年、 評価および改善要

求案J P35 

改定基礎法により「個 別給与の導入と相対的貧困線の導入という主張

(スローガン) は受け入れたが、 “最低生計費の引き上げによる選定基準・

保障水準の現実化(実態に見合った改善) "という内容は受け入れなかっ

たJ í2015年の最低生計費(制度改編前) と基準中位所得による選定基準

(制度改編後) を比較すると、 中位所得に変更後も選定基準に大きな差が

ないことJ íC従来の)次上位|積層さえ政策対象にできない選定基準だJ9

と変更されても水準そのものが大きく変わっていないのではないかとの評

価を下している。

オーダーメード型個 別給与になって、 中位所得という相対的な貧困線を

使用 したが、 生計を直接支援する生計給与や医療給与の選定基準の水準が

9 キム・ユンヨン前掲書4 p34-35 

なお、 ソウル市福祉財団による以下の見解もある。

「福祉死角地帯を解消するということがオーダーメード型基礎生活保障制度導

入の魁旨であるが、 死角地獄が解消されているのかについては意見が交錯して

いる。 政府はオーダーメード型制度が施行されれば受給者がさらに76万人が増

えるものと見込んだが、 2015年12月段階で33万人43%増の水準にとどまった。

増加した33万人も受給権者に切実な生計給与でない住居、 医療給与受給者が大

部分であるという限界も指摘されている。 また、 障害者・高齢者・疾患者など

世情別のさまざまな生活精性よりは各給与別金額基準にだけ焦点を合わせるt予

算オーダーメードill'だという市民団体の批判も多い」ソウル市楠祉財団『ソウ

ル市民のためのわかりやすい福祉法律シリーズ第4編基礎生活受給権J 2016年3

月 p12原文 ぺ舎人1'?l号含♀1を営71牛:lt?:-ヰス|唱号入121三三刈14宅71�主俗語牛
音ゼ ペ含ペヰス1;<11'丑-2016-3
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韓国における改正国民基礎生活保障法の特徴と課題

引き上げられることなく従来の水準とほとんど変わらないという指摘だ。

相対的貧困の指棋となる1:1"位所得の50%に設定されたのは教育給与のみで、

その他の給与、 特に受給者の生計に直結する、 生計給与は中位所得30%、

医療給与は、 中位所得40%を選定基準とした(I;gll参照)。

(3)扶養義務者基準をめぐって指摘された問題点や課題など

図2 扶養義務者基準

t失望豊能力判定所得額

(AX.O%)+(BX'OO�も]

脆弱階層1ま別途基i躯適用

ßX100也

扶養能力あり

(A+B)X 19%財産の所得橡算額
※A受給権者世帯の基準中位所得。 日扶誕義務者世帯の基準中位所得

来脆弱階層は[ (AX40%) + (BXl口口%) 1と[ (A+日) X74%jのうち， より高い基準を適用

扶養義務者基準により、 申請者本人が所得認定基準をクリアしでも扶養

義務者基準によって受給できない人々は20151:1三の段階で93万人いると推定

されていた10。

キム ・ ユンヨン氏は、 扶養義務者基準が持つ本質的な問題点について、

次の3点を挙げている。 「第1に、 生計が国製Ifであるにもかかわらず、最小

限の福祉さえ受けられない人々を作り出す。 第2、 貧困の再生産を助長す

る。 第3に、 国民基礎生活「保障」の趣旨に反する。 貧困を社会的に解決

するのではなく、 扶養義務者基準を残存させることで、 貧困の最終責任を

家族と個人に11日成しているJll

10 聯合ニュース2019年8月14日付 原文 句苦汁こと
https://www.yna.co.kr/view/AKR20190814104400017 

11 キム ユンヨン前掲書4 p33 
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ま た 、 ソ ン ・ ピョ ンド ン氏 (平沢 大学教授) は 、 扶養義務者基準の抱 え

る問題点 に つ い て 以 下 の 指摘 を行 っ て い る 。 「 こ の論 理 は潜在 的扶養 の 可

能性が実質 所得 と し て還元 さ れ る 可能性 を前 提 に し て い る 。 潜在 的扶養の

可能性 を根拠 に 扶養義務 を強 制化す る 国民基礎 生活保障制 度の扶養義務者

基準 は私 的扶養 と 公的扶養の聞 に空白 を も た ら す こ と に よ っ て 、 憲 法34条

1 項 の 人間 ら し い生活 を 行 う 権利 を侵 害 し て 、 人間 の尊厳 性 を 損 な う恐 れ

があ る と い う 批判 は 免 れ な い J r貧 困 と い う 点 は 同 じ で、 実際 、 扶養 し う

る 能力 を 持つ扶養義務者がい る 受給権者 は 国民基礎 生活保障給与受給か ら

漏落 し て 、 一方、 扶養義務者がい な い受給権者は給与 を 受給で き る と い う

点 で扶養義務者基準 は 、 憲 法上の平 等権に違反す る J 12

勤労貧 困層 の増加や少 子高齢 化 に よ り私 的扶養能力 が弱 ま っ て いく 中 で、

「貧 困 は社会の責任 で解 決す る J と い っ た 制 度 の趣旨 に立 ち 返 っ た 改善 が

求め ら れて い る と言 え よ う 。

5. 私的扶養と公的扶助との関係

( 1 )扶養義務者基準完全廃止の行方

実 は 、 扶養義務者基準 は 、 2017年 5 月 に行 わ れた大統 領選挙 に お い て も

争点 と な っ た 。 廃 止 を 公約 に掲げ た文在寅 大統 領 は 、 段 階的 な廃 止計画 を

立 て て 進 め て来 て い る が、 未だ 「完 全廃 止」 に は至 っ て い な い。 2019年 4

月 に保健福祉 部長官 が第 2 次基礎 生活保障総合計画 ( 2021- 2023年) に盛

り込む と 明言 し た が、 そ の 後、 「生計給与 か ら の段 階的廃 止」 へ と ト ー ン

ダ ウ ン し て い る 。

扶養義務基準が残 っ て い る の は生計給与 と 医療給与だ け で あ る 。 生計給

12 ソン ・ ピョンドン「生計給与扶養義務者基準廃止の緊急性と必要予算J 2020 

年 1 月6日 会噂喜 怒河l音O:jJf守司平ヌト71を珂lス.1�λ1音信斗企♀吋lせ

http://www. peoplepower21. org/Welfare/1678167 
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与、 医療給与 と い っ た 、 よ り 生活 に 直結す る 給与受給 に 関 わ る 要件 だ け に 、

扶養義務者基準 に よ っ て 受給で き な け れば影響 は大 き い 。 な お 、 廃 止 を め

く や っ て は 、 「予算 の確保J r子 ど も に財産 を 渡 し た後受給 申 請す る な どのモ

ラ ル ハザ ード が起 こ り かね な い J r 国 民 ・ 社 会 的 合意 が得 ら れ る か ど う

か」 な どが解 決すべ き課題 と し て挙げ ら れて い る 。

(2 )私的扶養と公的扶助との関係

諸 外国 に お い て は 、 扶養義務条項 を置 い て い る 国 も あ る が、 現代社会 に

お い て そぐ わ な い規定は撤廃 あ る い は、 扶養義務者の要件の ハ ード ル を 上

げ る よ う に し て 事実上、 扶養義務者の範囲 を狭 め 、 問題 を解 消 す る 方向 で

進ん で い る 、 と い う 指摘 があ る
130

日 本の 生活保護制度 に お い て も 、 扶養 は受給 に 当 た っ て の 要件 と は な っ

て い な い。

日 本 に お い て は 、 親族か ら 援助があ っ た 場合 は 、 収入 と し て 認定 し 保護

費か ら減 額す る も の の生活保護 を 受給す る 要件 と は な っ て い な い 。

扶養 を 保護 の 要件 と す る こ と は、 救貧 法時代の前近 代社会 に 回帰す る 大

「改正」 で あ り、 た だで さ え 「 ス ティグマ (恥 の熔印 ) J が強 く て利用 し に

く い 生活保護制 度 をほ とん ど利用 で き な い も の と し、 餓死 ・ 孤 立死 ・ 自殺

の増加 を招 く こ と が必至 であ る140

こ の よ う に、 公 的 扶助 と私 的 扶養 と の 関 係 の あ り 方 は 、 「餓死 ・ 孤独

死 ・ 自殺 」 と い っ た 大事 に至 る 事案 に 直結す る問題 で あ り 、 そ の 範 囲 は慎

重 に検討 さ れ な け れ ば な ら な い だ ろ う 。 そ し て 、 同 時 に 「乱 給 よ り 漏給 を

防ぐ J こ と に重点 を お い て 生活保障制度運用 が な さ れ るべ き で は な い だ ろ

う か。

13 ソン ・ ピョンドン前掲書12

14 ["扶養義務と生活保護制度の関係の正しい理解と冷静な議論のた めにJ r生活

保護問題対策会議.J 2012年5月30日http://seikatuhogotaisaku. blog. fc2. 

com/blog-entry-36. html参照
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く資料〉

国民基礎生活保障法

(略称:基礎生活保障法)

[施行2019年10月24日] [法律第16367号、 2019年 4月23日、 一部改正]

第 1 章 総則〈改正20 1 2年2月 1 日〉

第 1 条 (目的)

こ の法律は生活が困 難 な 人 に必 要 な給与 を 実施 し て こ れ ら の最 低生活 を

保障 し て 自 活 を 援助 す る こ と を 目 的 と す る 。 [全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第 2 条 (定義)

こ の 法律で使用 す る 用語 の 意味 は次の通 り で あ る 。 〈改正2014年12月 30

日〉

1 . “受給権者" と は 、 こ の 法律 に よ る 給与 を 受 け る こ と がで き る 資格

を持つ者を い う 。

2. “受給者" と は 、 こ の法律に よ る 給与 を 受 け る 者 を い う 。

3 . “受給品" と は 、 こ の 法律 に よ り 受給者 に 支給、 貸与す る 金銭又 は、

物 品 を い う 。

4 . “保障機関" と は 、 こ の 法律 に よ る 給与 を 実施す る 国又 は 、 地方 自

治体 を い う 。

5 . “扶養義務者" と は 、 受給権者 を 扶養す る責任 があ る 者で あ っ て 、

受給権者の 1 親等 の 直系 血族及びそ の 配偶者 を い う 。 た だ し 、 死

亡 し た l 親等の 直系 血族の配偶者 は 除く 。

(穂法 .20) 53-1. 306 (306) 
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6. “最 低保障水 準" と は、 国民 の所得 ・ 支 出 水 準 と 受給権者の世帯類

型 な どの 生活実態、 物価上昇 率 な ど を 考慮 し て 、 第 6 条 に よ り 給

与 の種類別 に 公表す る 金額や保障水 準 を い う 。

7 . “最 低生計費" と は 、 国民が健康 で文化的 な 生活 を 維 持す る た め に

必 要な 最小 限の費用 と し て 第20条 の 2 第 4 項 に よ り 保健福祉部長

官が計測 す る 金額 を い う 。

8 . “個 別世帯" と は 、 こ の 法律に よ る 給与 を 受 け て い る か、 又 は こ の

法律 に よ る 資格 要件 に 適合す る か ど う か に つ い て 調 査 を 受 け る 基

本単位 と し て 、 受給者又 は受給権者で構成 さ れ た世帯 を い う 。 こ

の場合、 個 別世帯の範囲 な ど具体的 な 事項 は 大統 領令で定め る 。

9 . “所得認定額" と は保障機関が給与 の 決定及 び実 施 な ど に 使用 す る

た め に 算 出 し た個 別世帯の所得評価額 と 財産 の所得換 算 額 を 合算

し た 金額 を い う 。

10. “次上位 階層 " と は 、 受給権者 (第14条 の 2 に よ り 受給権者 と み な

す 者 は 除く ) に 該 当 し な い 階層 と し て所得認定額が大統 領令で定

め る 基準以下 で あ る 階層 を い う 。

1 1. “基準 中位 所得" と は 、 保健福祉部長官が給与 の 基準 など に 活用 す

る た め に 、 第20条第 2 項 に よ る 中央生活保障委員 会 の 審議 ・ 議 決

を 経て 告示す る 国民世帯所得の 中位値 を い う 。

[全文改正201 2年 2 月 1 日 ]

第 3条 (給与の基本原則 )

① こ の法律に よ る 給与 は 、 受給者が 自 身 の生活の維 持 ・ 向 上 の た め に 、

そ の所得、 財産、 勤労能力 な ど を 活用 し て 最 大 限努 力 す る こ と を前 提

と し て 、 こ れ を 補充 ・ 発展 さ せ る こ と を 基本原則 と す る 。

② 扶養義務者の扶養 と他 の法令に よ る 保護 は 、 こ の法律に よ る 給与 に優

先 し て 行 わ れ る も の と す る 。 た だ し 、 他 の 法令に よ る 保護 の 水 準が、
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こ の 法律で定め る 水 準 に達 し な い場合 に は、 残 り の 部分 に 関 し て 、 こ

の 法律 に よ る 給与 を 受 け る 権利 を失 わ な い。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第 4条 (給与の基準等)

① こ の 法律 に よ る 給与 は 、 健康で文化的 な 最低 生活 を維 持す る こ と がで

き る も の で な ければな ら な い 。

② こ の法律に よ る 給与 の 基準 は 、 受給者の年齢 、 世 帯規模、 居住地域、

そ の他 の 生活条件 な ど を 考慮 し て 給与の種類別 に保健福祉部長官が定

め る か、 又 は 給与 を 支給す る 中 央行政 機 関 の 長 ( 以下“所管 中 央行政

機 関 の 長" と い う ) が保健福祉部長官 と 協議 し て 定め る 。 〈改正2014年

12月 30 日〉

③保障機 関 は 、 こ の法律に よ る 給与 を個 別世 帯単位 で実施す る が、 特 に

必 要 と 認定す る 場合 に は、 個 人単位 で実施す る こ と がで き る 。

④地方 自 治体であ る 保障機関 は、 該 当 地方 自 治体の条例で定め る と こ ろ

に よ り 、 こ の法律 に よ る 給与の範囲及び水 準 を 超過 し て 給与 を 実施す

る こ と がで き る 。 こ の場合、 該 当保障機関 は保健福祉部長官及 び所管

中央行政 機 関 の 長 に 通知 し な ければな ら な い。 〈新設2014年12月 30 日〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第 4条の2 (他の法律との関係)

第11条及び第12条の 3 に よ る 給与 に 関連 し て 、 他の法律に特別 な規定が

あ る 場合 を 除い て は 、 こ の 法律が定め る と こ ろ に よ る 。 [本条新設2014年

12月 30 日 ]

第 5条削除 (2014年12 月30 日 〉
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第 5条の2 (外国人に対す る 特例 )

圏内 に滞留 し て い る 外国人の う ち 、 大韓 民 国 国 民 と婚姻 し 、 本 人又 は 、

配偶者が妊娠 中 で あ る か、 又 は大韓 民 国 国籍 の 未成年 の 子 ど も を 養育 し て

い る か、 若 しく は 配偶者の大韓 民 国 国籍 の 直系尊 属 と 生計や住居 を共 に し

て い る 人で あ っ て 、 大統 領令 に 定め る 人が、 こ の法律 に よ る 給与 を 受 け る

資格 を 有す る 場合 に は受給権者 と な る 。 〈改正2014年12月 30 日〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第 6 条 (最低保障水準の決定等)

①保健福祉部長官又 は 、 所管 中央行政 機関 の 長 は 、 給与の種類別 受給者

選定基準 及 び最 低保障水 準 を 決定 し な け れ ば な ら な い 。 〈改正2014年

12月 30 日〉

� 保健福祉部長官又 は 、 所管中 央行政 機関 の 長 は 、 毎年 8 月 1 日 ま で に

第20条 第 2 項 に よ る 中央生活保障委員 会 の 審議 ・ 議 決 を 経て 次の 年度

の給与の種類別受給者選定基準及び最 低保障水 準 を 公表 し な け れ ば な

ら な い。 (改正2014年12月 30 日〉

③削 除 (2014年12月 30 日〉

[ 全文改正2012年 2 月 1 日 ]

[条文見 出 し 改正2014年12月 30 日 ]

第 6 条の2 (基準中位所得の算定)

①基準 中位 所得 は 「統 計法」 第27条 に よ り 統 計庁が公表す る統 計資料の

世帯経常 所得 (勤労所得、 事業所得、 財産所得、 移転 所得 を 合算 し た

所得 を い う ) の 中間値 に最近 の世帯所得平均 増加率、 世帯規模 に よ る

所得水 準の差違 な ど を 反映 し て世帯規模別 に算定す る 。

② そ の他 、 世帯規模別所得水 準 の 反映 方法等基準 中位 所得 の 算 定 に必 要

な 事項 は 第20条 第 2 項 に よ る 中央生活保障委員 会で定め る 。
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[本条新設2014年12月 30 日 ]

第 6 条の3 (所得認定額の算定)

①第 2 条 第 9 号 に よ る個 別世 帯 の所得評価額 は 、 個 別世 帯の 実際 の所得

に か か わ ら ず、 保障機関が給与の 決定及 び実施等 に使用 す る た め に 算

出 し た 金額で あ っ て 、 次の各号の所得 を合わせ た個 別世 帯 の 実際 の所

得 か ら 、 障害、 疾病、 養育等の世 帯の特性に応 じ た 支 出 要因 、 勤労 を

誘引 す る た め の 要因 、 そ の他 、 追加的 な 支出要因 に 該 当 す る 金額 を減

じ て 算定す る 。

1 . 勤労所得

2 . 事業所得

3 . 財 産所得

4 . 移転 所得

②第 2 条第 9 号 に よ る 財産 の所得換 算額は、 個 別世 帯 の 財産価額か ら 基

本財産額 (基礎 生活 の維 持 に必 要 と 保健福祉部長官が定 め て 告示す る

財産額 を い う ) 及 び負 債 を控 除 し た 金額に所得換 算率 を乗 じ て 算定す

る 。

こ の場合、 所得 に換 算 す る 財産の範囲 は 次の各 号の通 り で あ る 。

1 . 一般 財産 (金融財産及 び 自 動車 を 除い た 財産 を い う )

2 . 金融財産

3 .  自動 車

③実際 の所得、 所得評価額及 び財産 の所得換 算額の算定の た め の 具体的

な 範 囲 ・ 基準 な どは大統 領令で定め る 。

[本条新設2014年12月 30 日 ]
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第2章 給与の種類と方法

第 7 条 (給与の種類)

① こ の 法律 に よ る 給与の種類 は 次の各 号の 通 り で あ る 。

l . 生計給与

2. 住居給与

3 . 医療給与

4 . 教育給与

5 . 出 産給与

6 . 葬祭給与

7 .  自 活給与

② 受給権者 に対 す る 給与 は 受給者の必 要 に応 じ て 第 1 項 第 1 号か ら 第 7

号 ま で の 給与 の全部又 は 、 一部 を 実施す る も の と す る 。 〈改正2014年

12月 30 日〉

③次上位 階層 に 属 す る 者 (以下“次上位 者" と い う ) に対 す る 給与 は保障

機関 が次上位 者の世帯別生活条件 を 考慮 し て 予 算 の 範 囲 で 第 1 項 第 2

号か ら 第 4 号 ま で、 第 6 号及 び第 7 号 に よ る 給与 の全部又 は 、 一部 を

実施す る こ と がで き る 。 こ の場合、 次上位 者 に対 す る 給与 の 基準及 び

手 続 き な ど に 関 し て 、 必 要 な事項は大統 領令で定め る 。

④削 除 (2014年12月 30 日〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第 8 条 (生計給与の内容等)

①生計給与 は受給者 に衣服 、 飲食物及び燃 料費 と そ の他 、 日常 生活 に 基

本的 に必 要 な 金品 を 支給 し て 、 そ の 生計 を 維 持す る も の と す る 。 〈改

正2014年12月 30 日〉

② 生計給与受給権者 は、 扶養義務者がい な い か、 又 は扶養義務者がい て

(龍法 '20) 53-1. 311 (311) 
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も 扶養能力 が な い か、 若 しく は扶養 を 受 け る こ と は で き な い者であ っ

て 、 かっ そ の所得認定額が第20条第 2 項 に よ る 中央生活保障委員 会 の

審議 ・ 議 決 を 経 て 決定す る 金額 (以下、 こ の 条 に お い て “生計給与選

定基準" と い う ) 以下で あ る 者 と す る 。 こ の場合、 生計給与選定基準

は 基準 中位 所得 の 100分 の30以上 と す る 。 〈新設2014年12月 30 日〉

③生計給与最低 保障水 準 は、 生計給与 と 所得認定額 を含 め て 、 生計給与

選定基準以上 に な る よ う に し な け れ ば な ら な い 。 〈新設2014年 12月 30

日〉

④第 2 項及び第 3 項 に かか わ ら ず、 第10条第 1 項の た だ し 書 に よ り 第32

条 に よ る 保障施設 に 委託 し て 生計給与 を 実施す る 場合 に は保健福祉部

長官が定め る 告示 に よ り そ の選定基準等 を 別 に 定め る こ と がで き る 。

〈新設2014年12月 30 日)

[全文改正2012年 2 月 1 日 ] ]

[条文見 出 し 改正2014年12月 30 日 ]

第8 条の2 (扶養能力など)

①扶養義務者が次 の各 号の いずれか一つ に 該当 す る 場合 に は 第 8 条 第 2

項 、 第12条第 3 項、 第四条の 3 第 2 項 に よ る 扶養能力 がな い者 と み な

す。

1 . 基準 中位 所得水 準 を 考慮 し て 大統 領令で定め る 所得 ・ 財産基準未

満 で ある 場合

2 . 直系尊属又 は 「障害者年金法」 第 2 条第 1 号の重症 障害者で あ る

直系卑 属 を 自 身 の住居で扶養す る 場合 と し て保健福祉部長官が定

め て告示す る 場合

3 . そ の 他 に疾病、 教育、 世帯特性 な どで扶養能力 が な い と 保健福祉

部長官が定め る 場合

② 扶養義務者が次 の各 号の いずれか一つ に該 当 す る 場合 に は 第 8 条第 2
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項、 第12条 第 3 項、 第12条 の 3 第 2 項 に よ る 扶養 を 受 け る こ と がで き

な い も の と み な す。

1 . 扶養義務者が 「兵役法」 に よ り 徴集 さ れ る か、 又 は召 集 さ れ た 場

A 
口

2. 扶養義務者が 「海 外移 住法」 第 2 条 の海 外移 住者 に 該 当 す る 場合

3. 扶養義務者が 「刑 の執 行 及 び収容者 の 処遇 に 関 す る 法律J 及 び

「治療監護法」 な ど に よ る 刑 務所、 拘置 所、 治療監護施設等 に 収

容 中 で あ る 場合

4. 扶養義務者 に 対 し て失院宣 告手続 き が進行 中 で あ る 場合

5. 扶養義務者が第32条の保障施設で給与 を 受 け て い る 場合

6. 扶養義務者の 家 出 又 は 、 行方不明 と し て警察署等行政 官庁 に 申 告

さ れた 後 1 ヶ 月 が過ぎ たか、 若 しく は家 出 又 は 行方不明 の事実 を

特別 自 治市長 ・ 特別 自 治道知事 ・ 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 ( 自 治 区 の

区庁長 を い う 。 以下“市長 ・ 郡長 ・ 区庁長" と い う ) が確認 し た 場

A 
ロ

7. 扶養義務者が扶養 を 忌避す る か、 又 は拒否す る 場合

8. そ の他 、 扶養 を 受 け る こ と がで き な い と 保健福祉部長官が定 め る

場合

③ 「児童福祉法J 第15条第 1 項 第 2 号か ら 第 4 号 ま で ( 第 2 号の 場合、

親権者で あ る 保護者 は 除く ) に よ り 扶養対象児童が保護措置 さ れた 場

合 に は 第 8 条第 2 項、 第12条第 3 項、 第12条 の 3 第 2 項 に よ る 扶養 を

受 け る こ と は で き な い も の と み な す。 〈新設2019年 4 月 23 日〉

[本条新設2014年12月 30 日 ]

第 9 条 (生計給与の方法)

①生計給与 は 金銭 を 支給す る も の と す る 。 た だ し 、 金銭で支給で き な い

か、 又 は 金銭 で支給す る こ と が適当 で な い と 認め る 場合 に は 物 品 を 支

(龍法
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給す る こ と がで き る 。

② 第 1 項の受給品 は大統 領令で定め る と こ ろ に よ り 毎月 定期 的 に 支給 し

な け れ ば な ら な い。 た だ し 、 特別 な事情があ る 場合 に は 、 別 に 定 め て

支給す る こ と がで き る 。

③第 1 項 の 受給品 は受給者 に 直接支給す る 。 た だ し 、 第10条第 1 項の た

だ し書 に よ り 第32条 の規定に よ る 保障施設、 又 は他人の家庭 に 委託 し

て 生計給与 を 実施す る 場合 に は、 そ の 委託 を 受け た 者 に こ れ を 支給す

る こ と がで き る 。 こ の場合、 保障機関 は保健福祉部長官が定め る と こ

ろ に よ り 定期 的 に 受給者の受給の有無 を確認 し な け れ ば な ら な い。

④生計給与 は保健福祉部長官が定め る と こ ろ に よ り 受給者の所得認定額

な ど を 考慮 し て 差 を 設 け て支給す る こ と がで き る 。

⑤保障機関 は大統 領令で定め る と こ ろ に よ り 勤労能力 があ る 受給者 に 対

し で は 、 自 活 に必 要 な事業 に参 加す る こ と を 条件 と し て生計給与 を 実

施す る こ と がで き る 。 こ の場合、 保障機関 は 第28条 に よ る 自 活支援計

画 を 考慮 し て 条件 を 提示 し な け ればな ら な い。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第10条 (生計給与を実施す る 場所)

①生計給与 は受給者の住居で実施す る 。 た だ し 、 受給者が、 住居が な い

か、 若 しく は住居があ っ て も そ の場所で は給与 の 目 的 を達 成す る こ と

がで き な い場合、 又 は 、 受給者が希望す る 場合 に は、 受給者 を 第32条

に よ る 保障施設や他人の家庭 に 委託 し て給与 を 実施す る こ と がで き る 。

② 第 1 項 に よ り 受給者 に対す る 生計給与 を 他人の家庭 に 委託 し て 実施す

る 場合 に は 、 居室 の賃借料 と そ の他に居室 の維 持 に必 要 な 費用 は 、 受

給品 に加算 し て 支給す る 。 こ の場合第 7 条 第 1 項 第 2 号 の住居給与が

実施 さ れた も の と み な す。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]
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第11条 (住居給与)

①住居給与 は受給者 に住居安 定 に必 要 な 賃借料、 修繕維 持費、 そ の他 の

受給品 を 支給す る も の と す る 。 (改正2014年12月 30 日〉

②住居給与 に 関 し て必 要 な 事項 は 別 の 法律で定め る 。 〈改正2014年 12月

30 日〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第12条 (教育給与)

①教育給与 は受給者 に 入学金、 授業料、 学用 品 費 、 そ の他 の 受給品 を 支

給す る も の と す る が、 学校 の種類 ・ 範囲等 に 関 し て必 要 な 事 項 は 大統

領令で定め る 。

②教育給与 は教育部長官 の所管 と す る 。 〈改正2014年12月 30 日〉

③教育給与受給権者は扶養義 務者がい な い か、 若 しく は扶養義務者がい

て も 扶養能力 が な い か、 又は扶養 を 受 け る こ と は で き な い者 で あ っ て 、

そ の 所得認定額が第20条第 2 項 に よ る 中 央生活保障委員 会 の 審議 ・ 議

決 を 経 て 定め る 金額 (以下“教育給与選定基準" と い う ) 以 下 で あ る 者

と す る 。 こ の 場合、 教育給与選定基準 は基準 中位 所得 の 100分 の50以

上 と す る 。 〈新設2014年12月 30 日〉

④教育給与 の 申 請及 び支給 な どに つ い て は 「初 ・ 中 等教育法」 第60条 の

4 か ら 第60条 の 9 ま で、 及 び第62条 第 3 項 に よ る 教育 費 支援手続 を 準

用 す る 。 〈新設2014年 12月 30 日〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第12条の2 (教育給与の適用特例)

教 育 給 与 受給権者 を 選 定 す る 場合 に は 、 第 1 2 条 第 1 項 の 教 育 給 与 と

「初 ・ 中 等教育法J 第60条 の 4 に よ る 教育 費 支援 と の 連携 ・ 統 合 の た め に

第 3 条 第 2 項及 び第12条第 3 項 に か か わ らず 、 所得認定額が教育給与選定
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基準以下で あ る 者 を 受給権者 と み な す。

[本条新設2014年12月 30 日 ]

第12条の3 (医療給与)

①医療給与 は 受給者 に 対 し て 、 健康 な 生活 を 維 持す る の に必 要 な各 種検

査及 ぴ治療等 を 支給す る も の と す る 。

② 医療給与受給権者 は 扶養義務者がい な い か、 若 しく は 扶養義務者が

あ っ て も 扶養能力 が な い か、 又 は 扶養 を 受 け る こ と は で き な い 者 で

あ っ て 、 そ の所得認定額が、 第20条第 2 項 に よ る 中 央生活保障委員 会

の 審議 ・ 議 決 を 経て 定め る 金額 (以下、 こ の 項 に お い て “ 医療給与選

定基準" と い う ) 以下であ る 者 と す る 。 こ の 場合、 医療給与選定基準

は 基準 中位 所得 の 100分 の40以上 と す る 。

③医療給与 に必 要 な 事項 は 別 に 法律で定め る 。

[本条新設2014年12月 30 日 ]

第13条 (出産給与)

①出産給与 は 、 第 7 条第 1 項 第 1 号か ら 第 3 号 ま での給与 の う ち 一つ以

上 の 給与 を 受 け る 受給者 に 次 の各 号 の 給与 を 実施す る も の と す る 。

〈改正2014年12月 30 日〉

1 . 助 産

2. 分娩前 と分娩後に必 要 な措置 と 保護

② 出 産給与 は保健福祉部令で定め る と こ ろ に よ り 保障機 関 が指定す る 医

療機関 に 委託 し て 実施す る こ と がで き る 。

③出 産給与 に必 要 な 受給品 は保健福祉部令で定め る と こ ろ に よ り 受給者

や そ の世帯主、 又 は世帯主 に準ず る 者 に 支給す る 。 た だ し 、 第 2 項 に

よ り そ の 給与 を 医療機関 に 委託す る 場合 に は 、 受給品 を そ の 医療機関

に 支給す る こ と がで き る 。
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[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第14条(葬祭給与)

①葬祭給与 は 、 第 7 条 第 1 項第 l 号か ら 第 3 号 ま で の 給与 の う ち 、 一 つ

以上の給与 を 受 け る 受給者が死亡 し た 場合、 死体の検案 ・ 運搬 ・ 火 葬

又 は 、 埋 葬、 そ の他 の 葬祭措置 を 行 う も の と す る 。 〈 改正2014年 12月

30 日 〉

②葬祭給与 は保健福祉部令で定め る と ころ に よ り 実際 に 葬祭 を 実施す る

者 に 葬祭 に 必要 な 費用 を 支給す る も の と す る 。 た だ し 、 そ の 費用 を 支

給で き な い か、 又 は 費用 を 支給す る こ と が適 当 で な い と 認め る 場合 に

は物 品 を 支給す る こ と がで き る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第14条の2 (給与の特例 )

第 8 条、 第11条、 第12条、 第12条の 3 、 第13条、 第14条及 び第15条 に よ

る 受給権者 に 該 当 し な く て も 、 生活が困難 な 者で あ っ て 、 一 定 の 期間 、 こ

の 法律で定め る 給与 の全部又 は、 一部が必要 だ と 保健福祉部長官又 は 、 所

管 中 央行政機 関 の 長が定め る 者 は受給権者 と み な す。

[本条新設2014年12月 30 日 ]

第15条(自活給与)

① 自 活給与 は受給者の 自 活 を 援助す る た め に 次の各号の給与 を 実施す る

も の と す る 。

1 . 自 活 に 必要 な 金品 の 支給又 は 、 貸与

2 . 自 活 に 必要 な 勤労能 力 の向上 及 び技能習 得 の 支援

3. 就業斡旋 等情報の提供

4 . 自 活の た め の勤労機会の提供
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5 . 自 活 に 必要 な 施設及び装 備 の 貸与

6 . 創 業教育、 技能訓練 及 び技術 ・ 経営指導 等創 業支援

7 . 自 活 に 必要 な 資産形成の支援

8 . そ の他、 大統領令で定め る 自 活の た め の 各種支援

②第 1 項 の 自 活給与 は 関 連公的機関 ・ 非 営利法人 ・ 施設及 びその他、 大

統領令で定め る 機関 に 委託 し て 実施す る こ と がで き る 。 こ の場合、 こ

れ に 要す る 費用 は保障機関が負担す る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第2章の2 自活支援〈改正2012年2月1日〉

第15条の2 (韓国自活福祉開発院)

①受給者及 び次上位者の 自 活促進 に必要な事業 を 遂行す る た め に韓 国 自

活福祉開 発院 (以下“ 自 活福祉開 発院 " と い う ) を 設立す る 。

② 自 活福祉開 発院 は法人 と す る 。

③ 自 活福祉開 発院 は、 そ の 主 た る 事務所の所在 地 で設立の登 記 を す る こ

と に よ っ て 成立す る 。

④保健福祉部長官 は 、 自 活福祉開 発院 を 指導 ・ 監督 し 、 自 活福祉開 発院

に 対 し 、 業務 ・ 会計及 び財産 に 関 し て 必要 な 事項 を 報告 さ せ る か、 又

は所属 公務員 に 自 活福祉開 発院 に 立 ち入札 帳簿 、 書類 そ の他の物件

を 検査 さ せ る こ と がで き る 。

⑤第 1 項か ら 第 4 項 ま で に規定す る 事項の他に、 自 活福祉開 発院 の 定款 、

理事会、 会計そ の他、 自 活福祉開 発院 の設立 ・ 運営 に 必 要 な 事項 は 、

大統領令で定め る 。

[全文改正2019年 1 月 15 日 ]

第15条の3 (自活福祉開発院の業務)
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① 自 活福祉開 発院 は 次の各号の事業 を 遂行す る 。

1 . 自 活支援の た め の事業 (以下“ 自 活支援事業" と い う ) の開 発及 び

評価

2 . 自 活支援の た め の調査 ・ 研究 及 び広 報

3 . 第四 条 の 10 に よ る広 域 自 活セ ン タ一 、 第16条 に よ る 地域 自 活セ ン

タ ー 及 び第18条 に よ る 自 活企 業 の技術 ・ 経営 指導 及 び評価

4 . 自 活関 連機 関 の聞 の協力 シ ス テ ム 構築 ・ 運営

5 . 自 活 関 連機 関 の聞 の情報 ネ ッ ト ワ ー ク 構築 ・ 運営

6 . 就業 ・ 創 業 の た め の 自 活促進プログラ ム開 発及 び支援

7 . 第四条の 2 第 2 項及 び第 3 項 に よ る 雇用 支援サ ービ ス の 連携 及 び

社会福祉サ ーピ ス の支援対象者管理

8 . 受給者及 び次上位者の 自 活促進の た め の教育 ・ 訓練 、 第15条 の 10

に よ る広 域 自 活セ ン タ一 等 自 活関連機関 の 従事者及 び参 加 者 に 対

す る 教育 ・ 訓練 及 び支援

9 . 園 、 又 は 地方 自 治体か ら 委託 さ れた 自 活 関 連事業

10. そ の他、 自 活促進 に 必要 な 事業 と し て保健福祉部長官が定め る 事

業

②第 1 項第 5 号及 び第 7 号 に よ り 構築 ・ 運営 さ れ る 情報 シ ス テ ム は 「社

会福祉事業法」 第 6 条 の 2 第 1 項 に よ る 情報 シ ス テ ム 及 び 「社会保障

基本法」 第37条 第 2 項 に よ る 社会保障情報 シ ス テ ム と 連携す る こ と が

で き る 。

③ 自 活福祉開 発院 長 は 第 1 項第 8 号 に よ る 教育 ・ 訓練 の た め に 自 活福祉

開 発院 に韓 国 自 活研修院 を置く 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

[従前 の 第15条 の 3 は 第15条 の10 に移 動(2019年 1 月 15 日 ) ]

第15条の4 (役員)
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① 自 活福祉開発院 に院 長 1 人 を含む11人以内 の理事 と 監事 1 人 を置 き 、

院 長 を 除 く 理事 と 監事 は非常任 と す る 。

②院 長 と 監事は 定款 で定め る と こ ろ に よ り 構成 さ れた役員推薦 委員会が

複数 で推薦 し た 者の 中 か ら 保健福祉部長官が任 命す る 。

③院 長 の任 期 は 3 年 と し 、 1 年 を単 位 と し て再任 す る こ と がで き る.

④理事 は 次の各号の い ずれか一つ に 該当 す る 者の 中 か ら 保健福祉部長官

が任 命す る が、 第 1 号及 び第 2 号の場合 に は 、 役員推薦 委員 会の推薦

を 受 け て任 命す る 。

1 . 自 活支援事業 ・ 社会福祉分野 に 学識 と 経験 が豊富 な 者

2. 情報通信 ・ 教育訓練 ・ 経営 ・ 経済 ・ 金融分野 の う ち の いずれかー

つ以上の分野 に 学識 と 経験 が豊富 な 者

3 . 保健福祉部の 自 活支援事業 を担当す る 公務員 又 は 、 地方 自 治体の

公務員

⑤院 長及び第 4 項第 3 号の理事 を 除 く 役員 の任 期 は 2 年 と す る が、 1 年

を単 位 と し て再任 す る こ と がで き る 。

⑥その他、 役員 の 資格 、 選任 、 職務 に 関 し て 必要 な 事項 は 定款 で定め る 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第15条の5 (職員の派遣等)

① 自 活福祉開発院 は、 そ の 目 的の達 成 と専門性の向 上の た め に 、 必要 な

場合に は保健福祉部長官 を 経 て 国 の機関 ・ 地方 自 治体 ・ 研究 機 関 又 は 、

公共団 体 に 職員 の派遣 を 要請す る こ と がで き る 。

②職員 の派遣 を 要請 さ れた 国 の機関等の 長 は 、 そ の所属職員 を 自 活福祉

開発院 に派遣 す る こ と がで き る 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第15条の6 (固の補助等)
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①国 は 、 自 活福祉開 発院 の設立 ・ 運営 に 必 要 な 経費 の全部又 は 、 一 部 を

補助 す る か、 若 し く は 出損 す る こ と がで き る 。

②国 は 、 自 活福祉開 発院 の 設立 ・ 運営の た め に 必 要 と 認め る 場合、 「 国

有 財 産 特 例 制 限法」 に よ り 、 固 有財 産 を 自 活福祉開 発院 に 無償 で 貸

付 ・ 議 与 し 、 又 は使用 ・ 収益 さ せ る こ と がで き る 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第15条の7 (r民法Jの準用 )

自 活福 祉開 発院 に 関 し て 、 こ の 法律 に お い て 規 定 の な い も の は 、 「 民

法」 の 財団 法人 に 関 す る 規定 を 準用 す る 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第15条の8 (秘密漏洩等の禁止)

自 活福祉開 発院 の役職 員 又 は 、 役職 員 で あ っ た 者 は 、 職 務上知 り 得 た秘

密 を漏洩 し 、 他 の 用 途 に 使用 し で は な ら な い 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第15条の9 (罰則 適用 におけ る 公務員擬制)

自 活福祉開 発院 の役職 員 は 、 「刑法」 第129条 か ら 第132条 ま で の規定 を

適用 す る 時 に は 、 公務員 と みな す。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第15条の10 (広域自活センター)

①保障機関 は 、 受給者及 び次上位者の 自 活促進 に必要 な 次の 各号 の 事業

を 遂行 さ せ る た め に 、 社会福祉法人、 社会的協 同組 合等非 営利 法 人 と団体

( 以下 、 こ の 条 に お い て“法人等" と い う ) を 、 法 人 等 の 申 請 を 受 け て 、 特

別 市 ・ 広 域市 ・ 特別 自 治市 ・ 道 ・ 特別 自 治道 (以下“市 ・ 道" と い う ) 単 位
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の広 域 自 活セ ン タ ー に 指定す る 。 こ の場合、 保障機関 は法人等の 地域社会

福祉事業及 び 自 活支援事業の遂行能 力 ・ 経験 等 を 考慮 し な け ればな ら な い 。

1 . 市 ・ 道単 位 の 自 活企 業の創 業支援

2 . 市 ・ 道単 位 の受給者及 び次上位者 に対す る 就業 ・ 創 業支援及 び斡

旋

3 . 第16条 に よ る 地域 自 活セ ン タ ー 従事者及 び参 加 者 に対す る 教育訓

練 及 び支援

4 . 地域特化型 自 活プログラ ム開 発 ・ 普 及及 び事業開 発支援

5 . 第16条 に よ る 地域 自 活セ ン タ ー 及 び第18条 に よ る 自 活企 業 に対す

る技術 ・ 経営指導

6 . そ の他、 自 活促進に必要 な事業 と し て保健福祉部長官が定め る 事

業

②保障機関 は広 域 自 活セ ン タ ー の設置 及 び運営 に 必要 な 経費 の全部又 は 、

一 部 を 補助 す る こ と がで き る 。

③保障機 関 は広 域 自 活セ ン タ ー に対 し 、 定期 的 に事業実績 及 び運営実態

を 評価 し て 、 受給者の 自 活促進 を達 成す る こ と がで き な い広 域 自 活セ

ン タ ー に対 し て は 、 そ の指定 を 取 り 消す こ と がで き る 。

④第 1 項 か ら 第 3 項 ま で に 規定す る 事項 の 他 に広 域 自 活 セ ン タ ー の 申

請 ・ 指定及 び取 り 消 し 手続 き と 評価、 そ の他、 運営 に 必要 な 事項 は 保

健福祉部令で定め る 。

[全文改正2019年 1 月 15 日 ]

[第15条の 3 か ら移動(2019年 1 月 15 日 ) ]

第16条 (地域自活センターなど)

①保障機関 は受給者及 び次上位者の 自 活促進に必要 な 次の 各号の事業 を

遂行す る た め に 社 会福祉法 人、 社会的協 同組 合等非営 利 法 人 と団体

(以下、 こ の 条 に お い て “法人等" と い う ) を 法 人等の 申 請 を 受 け て 地

(龍法
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域 自 活セ ン タ ー に 指定す る こ と がで き る 。 こ の場合、 保障機 関 は 法 人

等 の 地域社会福祉事業及び自 活支援事業遂行能 力 ・ 経験 等 を 考慮 し な

け れ ば な ら な い。(改正2014年12月 30 日 〉

1 .  自 活意欲を鼓吹 す る た め の教育

2 . 自 活の た め の情報提供、 相談 、 職業教育及 び就業斡旋

3 . 生業の た め の 資金融資斡旋

4. 自 営創 業支援及 び技術 ・ 経営指導

5 . 第18条 に よ る 自 活企 業 の設立 ・ 運営支援

6 . そ の他、 自 活の た め の各 種事業

②保障機関 は 第 1 項 に よ り 指定 を 受 け た 地域 自 活セ ン タ ー に 対 し 、 次 の

各号の支援 を 行 う こ と がで き る 。

1 . 地域 自 活セ ン タ ー の設立 ・ 運営費用 又 は 、 第 1 項の 各号 の事業遂

行費用 の全部、 又 は、 一部

2 . 固 有 ・ 公有財産 の無償賃貸

3 . 保障機 関 が実施す る 事業 の優先 委託

@保 障機関 は 地域 自 活セ ン タ ー に対 し て 、 定期 的 に事業実績 及 び運営実

態 を 評価 し て 受給者の 自 活促進 を達 成す る こ と がで き な い 地域 自 活セ

ン タ ー に 対 し て は 、 そ の指 定 を 取 り 消す こ と がで き る 。

④地域 自 活セ ン タ ー は 、 受給者及 び次上位者 に 対す る効果 的 な 自 活支援

と 地域 自 活セ ン タ ー の発展 を共 同 で図 る た め 、 地域 自 活セ ン タ ー 協 会

を 設立す る こ と がで き る 。

⑤第1項 か ら 第 3 項 ま で に 規定 し た 事 項 の 他 、 地域 自 活 セ ン タ ー の 申

請 ・ 指定及 び取 り 消 し手 続 き と 評価、 そ の 他、 運営等 に 必要 な 事項 は

保健福祉部令で定め る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第17条(自活機関協議体)
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①市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は 自 活支援事業の効率 的 な推進 の た め に 第16条 に

よ る 地域 自 活 セ ン タ ー 、 「職業安 定法」 第2 条 の2 第 1 号 の 職業安 定

機 関 、 「社会福祉事業法」 第2 条 第 4 号の社会福祉施設 の 長等 と常 時、

協議が可能 な シ ス テム (以下“ 自 活機 関協議体" と い う ) を 構築 し な け

ればな ら な い 。 〈改正2014年12月 30日 〉

② 自 活機関協議体の構成及 び運営等 に必要 な 事項は保健福祉部令で定め

る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第18条(自活企業)

①受給者及 び次上位者は相E に協力 し て 自 活企 業 を 設立 ・ 運営す る こ と

がで き る 。

② 自 活企 業 は組 合又 は 「付加価値 税法」 上の事業者 と す る 。

③保障機関 は 自 活企 業 に 直接又 は、 自 活福祉開 発院 、 第15条 の 10 に よ る

広 域 自 活セ ン タ ー 及 ぴ第16条 に よ る 地域 自 活セ ン タ ー を 通 じ て 次の 各

号 の 支援 を行 う こ と がで き る 。 〈改正2019年 1 月 15日 〉

1 . 自 活の た め の事業資金融資

2 . 固 有地 ・ 公有地の優先 賃貸

3 . 国や地方 自 治体が実施す る 事業の優先 的委託

4 . 国や地方 自 治体の調達購入 時、 自 活企 業 の 生 産 品 を優先 的 に購入

5 . そ の他、 受給者の 自 活促進の た め の 各種事業

④そ の他、 自 活企 業の設立 ・ 運営及 び支援に必要 な 事項 は 保健福祉部令

で定め る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第18条の2 (雇用 促進)

①保障機 関 は受給者及 び次上位者の雇用 を 促進す る た め に 、 常 時勤 労者
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の 一 定比率 以上 を 受給者及 び次上 位者か ら採 用 す る企 業 に 対 し て は大

統領令で定め る と ころ に よ り 第四条第 3 項各号 に 該 当 す る 支援 を行 う

こ と がで き る 。 〈改正2012年 2 月 l 目 、 2014年12月 30 日 〉

②市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は 、 受給者及 び次上 位者 に世帯 別 の特性 を勘案 し

て 、 関 係機 関 の 雇 用 支援 サ ービ ス に 連携 す る こ と が で き る 。 〈新 設

201 1年 6 月 7 日 、 2014年12月 30 日 〉

③市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は 、 受給者及 び次上位者の 就業活動 に よ っ て 支援

が必要 と な っ た 該 当世帯 の児童 ・ 高齢 者等 に 社会福祉サ ーピ ス を 支援

す る こ と がで き る 。 〈新設201 1年 6 月 7 日 、 2014年12 月 30 日 〉

[本条新設2006年12月 28 日 ]

[本条見 出 し 改正2014年 12月 30 日 ]

第18条の3 (自活基金の積立)

①保障機 関 は 、 こ の 法律 に よ る 自 活支援事業の円滑 な推進 の た め に 自 活

基 金 を積 み立て る 。 〈改正2019年 1 月 15 日 〉

②保障機関 は 自 活支援事業の効率 的推進の た め に 必要 と 認め る 場合 に は 、

自 活基金の管理 ・ 運営 を 自 活福祉開 発院 又 は 、 自 活支援事業 を 遂行 す

る非 営利法人 に 委託す る こ と がで き る 。 こ の場合、 こ れ に 要す る 費用

は保障機関が負 担す る 。 〈改正2019年 1 月 15 日 〉

③第 1 項 に よ る 自 活基金の積 み立 て に 必要 な 事項 は 大統領令で定 め る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第18条の4 (資産形成支援)

①保障機関 は受給者及 び次上位者が 自 活 に 必要な 資 産 を 形成 す る こ と が

で き る よ う に財 政的 な 支援 を 行 う こ と がで き る 。 〈 改正2014年 12月 30

日 〉

②保障機関 は受給者及 び次上位者が 自 活 に 必要 な 資産 を 形成 す る の に 必
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要 な 教育 を 実施す る こ と がで き る 。 〈改正2014年12月 30 日 〉

③第 1 項 に よ る 支援で形成 さ れた 資産 は大統領令で定め る と ころに よ り

受給者 の 財 産 の 所 得換 算額 の 算 定時 に は 、 こ れ を 含 ま な い 。 〈 改 正

2014年12月 30 日 〉

④保障機関 は 第 1 項及 び第 2 項 に よ る 資産形成支援 と そ の教育 に 関 す る

業務の全部又 は 、 一 部 を 自 活福祉開 発院 等の法人又 は 、 団 体 な ど に 委

託す る こ と がで き る 。 〈改正2019年 1 月 15 日 〉

⑤第 1 項 に よ る 資産形成支援の対象 と 基準及び第 2 項 に よ る 教育 の 内 容

は 大統領令で定め、 資産 形成支援の 申 請、 方法及 び支援金の 返還手続

き 等 に 必要 な 事項は保健福祉部令で定め る 。 〈新設2019年 1 月 15 日 〉

[本条新設2011年 6 月 7 日 ]

第18条の5 (自活の教育等)

①保健福祉部長官、 特別市長 ・ 広 域市長 ・ 特別 自 治市長 ・ 道知事 ・ 特別

自 治道知事 (以下“市 ・ 道知事" と い う ) 、 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は 受給

者及 び次上位者の 自 活促進の た め に教育 を 実施す る こ と がで き る 。

②保健福祉部長官 は 第 1 項 に よ る 教育 の全部又 は 、 一 部 を 法人 ・ 団 体等

に 委託す る こ と がで き る 。 〈改正2019年 1 月 15 日 〉

③保健福祉部長官 は 第 2 項 に よ る 教育 を 委託 さ れた法人 ・ 団 体等 に 対 し

て 、 そ の 運営 に 必要 な 費用 を 支援す る こ と がで き る 。 〈改正2019年 1

月 15日〉

④第 1 項か ら 第 3 項 ま で に よ る 教育 と 教育機 関 の組織 ・ 運営等 に 必要 な

事項は保健福祉部長官が定め る 。

[本条新設2014年12月 30 日 ]

第18条の6 (自活支援事業 統合情報コンビュータ・ネットワークの構

築・運営等)
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①保健福祉部長官 は 、 勤労能 力 があ る 受給者 な ど 自 活支援事業参 加者 の

受給履歴 及 び勤労活動の現況 等 自 活支援事業の遂行 ・ 管 理及 び効果分

析 に 必要 な 各種資料 及 び情報 を効率 的 に 処理 し て 記録 ・ 管 理す る 自 活

支援事業統合情報 コ ン ビ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク (以下“統合情報 コ ン

ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク " と い う ) を構築 ・ 運営す る こ と がで き る 。

② 保健福祉部長官 は統合情報 コ ンピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク の構築 ・ 運営

の た め に 雇 用 労働 部、 国家 報勲 処、 国税庁 な ど国の機関 と 地方 自 治体

の 長 、 及 び関 連 機 関 ・ 団 体の 長 に 次 の 各号 の 資料 提供 及 び 関 係 コ ン

ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー クの利 用 を 要請す る こ と がで き る 。 この場合、

資料 の提供等 を 要請 さ れた機関 の 長 は 、 正 当 な 理 由 が な け れ ばそ の 要

請 に 応 じ な け れ ばな ら な い。

1 . 事業者登録簿

2. 国民健康保険 ・ 国民年金 ・ 雇用保険 ・ 産業災害補償 保険 ・ 報勲 給

与 ・ 公務員 年金 ・ 軍 人年金 ・ 私 立学校 教職 員 年金 ・ 特定郵便局年

金の加入 の有無、 所得情報、 加入 種別、 賦課 額及 び受給額

3. 社会保障給与受給履歴

4 . 国家技術 資格 取得情報

③保健福祉部長官 は 、 第 2 項 に よ る 資料 及 び関係 コ ン ビ ュ ー タ ・ ネ ッ ト

ワ ー ク の利 用 等統合情報 コ ンピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク の構築 ・ 運営 に

必要 な 資料 の 調査 の た め に 「社会保障基本法」 第37条 第 2 項 に よ る 社

会保障情報 シ ス テ ム を 連携 し て 使用 す る こ と がで き る 。

④ 自 活支援事業 を 遂行す る 中 央行政機関、 地方 自 治体及 び委託 さ れた 機

関 ・ 団 体の 長 と 自 活福祉開 発院 の院 長 は、 自 活支援事業 の 遂行 ・ 管 理

及 び効果分析 の た め に 第 2 項各 号の情報 を 活用 し よ う と す る 場合、 保

健福祉部長官に 統合情報 コ ンピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク の使用 を 要請す

る こ と がで き る 。

⑤保健福祉部長官 は統合情報 コ ン ビ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク 構築 ・ 運営 に
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関 す る 業務の全部、 又 は 一 部 を 自 活福祉開 発院 に 委託す る こ と がで き

る 。

⑥第2 項 か ら 第 4 項 ま で の 規 定 に よ る 資料又 は 、 関 係 コ ンピ ュ ー タ ・

ネ ッ ト ワ ー ク の利用 及 び提供 に対 し て は手数 料 ・ 使用料等 を免 除す る 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第18条の7 (個人情報の保護)

①保健福祉部長官 は 、 第四条 の 6 第 4 項 に よ る 遂行機関 の 統合情報 コ ン

ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク 使用要請に対 し て 、 同 条 第2 項各号の情報の

う ち 業務 に 必要 な最小限の情報 し か提供す る こ と がで き な い。

②遂行機 関 は 第 四 条 の 6 第 4 項 に よ り 保健福祉部長官 に 統合情報 コ ン

ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク 使用 を 要請す る 場合、 セ キ ュリ ティ ー 教育等

自 活支援事業参 加者の個 人情報に対す る 保護対策 を 行 わ な け れ ばな ら

な い。

③遂行機関 は 第四条の 6 第2 項か ら 第 4 項 ま での規定 に よ る 資料及 び関

係 コ ンピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク を 利用 し よ う と す る 場合 に は 、 事前 に

情報主体の 同 意 を 受 け な ければな ら な い 。

④遂行機関 は 第四条 の 6 第2 項か ら 第 4 項 ま での規定に よ る 資料及 び関

係 コ ンピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク を 利用 す る に 当 た り 、 次の各号の個 人

情報 を 除い た 情報 は 、 参 加者の 受給履歴 及 び勤 労活動現況 な ど 自 活支

援事業の遂行 ・ 管 理及 び効果分析 目 的 を達 成 し た場合、 直 ち に破棄 し

な け ればな ら な い 。

1 . 自 活支援事業 申 請者及 び参加者の特性

2. 自 活支援事業参 加者の事業参 加履歴

3 . 自 活支援事業参 加者の事業終了以後の就業履歴

⑤第四条 の 6 第2 項各号の個 人情報 は、 遂行機関 に お い て 自 活支援事業

を 担当 す る 者の う ち 、 該当機関の長か ら個 人情報取扱承 認 を 受 け た 者
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の み取 り 扱 う こ と がで き る 。

⑥ 自 活支援事業の業務 に従事す る か、 又は従事 し て い た 者 は 、 自 活支援

事業の業務の遂行 に 関 し て 知 り 得 た個 人 ・ 法人、 又 は団体の情報 を漏

洩 し 、 又 は 、 他の用途 に使用 し で は な ら な い 。

⑦第 1 項か ら 第 5 項 ま での規定で定め た個 人情報保護対策 、 情報主体 に

対す る 事前 同 意方法、 目 的 を達 成 し た情報の破棄 時期及 び方法、 個 人

情報取扱承 認の手 続 き 、 セ キ ュリ ティ ー 教育 な ど に 関 す る詳細 事項 は

保健福祉部長官が定め る 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第3章 保障機関

第19条 (保障機関)

① こ の 法律 に よ る 給与 は 、 受給権者又 は 、 受給者 の 居住 地 を 管 轄 す る

市 ・ 道知事 と 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 [第 7 条 第 1 項第 4 号 の 教育給与 の

場合 に は特別市 ・ 広 域市 ・ 特別 自 治市 ・ 道 ・ 特別 自 治道の教育監 (以

下“市 ・ 道教育監" と い う ) 以下、 同 じ] が実施す る 。 た だ し 、 住居が

一 定で な い場合 に は 、 受給権者又 は 、 受給者が実際 に 居住す る 地域 を

管 轄す る 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長が実施す る 。 〈改正2014年12月 30 日 〉

②第 1 項 に かか わ ら ず、 保健福祉部長官、 所管 中 央行政機 関 の 長 と 市 ・

道知事は受給者 を そ れぞれ国や該当地方 自 治体が経営す る 保障施設 に

入所 さ せ る か、 又 は他の保障施設 に 委託 し て 給与 を 実施す る こ と がで

き る 。 〈改正2014年12月 30 日 )

③受給権者や受給者が居住地 を 変更す る 場合の処理方法 と 保障機 関 の関

の協力、 そ の 他 に 業務処理 に必要 な 事項は保健福祉 部令で定 め る 。

④保障機 関 は 受給権者 ・ 受給者 ・ 次上 位階層 に対す る 調査 と 受給者決定

及 び給与 の 実施等、 こ の 法律 に よ る 保障業務 を 遂行 さ せ る た め に 「社
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会福祉事業法」 第14条 に よ る 社会福祉専門 担 当 公務員 (以下“社会福

祉専門 担 当 公務 員 " と い う ) を 配置 し な け れ ば な ら な い 。 こ の場合、

第15条 に よ る 自 活給与業務 を 遂行す る 社会福祉専門 担 当 公務員 は 別 に

配置 し な け ればな ら な い。

[全文改正2012年 2 月 1日 ]

第20条(生活保障委員会)

① こ の法律に よ る 生活保障事業の企 画 ・ 調査 ・ 実施な ど に 関 す る 事項 を

審議 ・ 議決す る た め に保健福祉部 と 市 ・ 道及び市 ・ 郡 ・ 区 ( 自 治 区 を

い う 。 以下同 じ ) に そ れぞれ生活保障委員 会 を置 く 。 た だ し 、 市 ・ 道

及ひ布 ・ 郡 ・ 区 に置 く 生活保障委員 会は、 その機能 を 担 当 す る の に相

応 し い他の委員会があ っ て 、 そ の委員 会の委員 が第 4 項 に 規定す る 資

格 を 有す る 場合 に は 、 市 ・ 道又 は市 ・ 郡 ・ 区 の条例で定め る と ころ に

よ り 、 そ の 委員 会が生活保障委員 会の機能 を 代替す る こ と がで き る 。

②保健福祉部 に置 く 生活保障委員 会 ( 以 下 “ 中 央 生 活 保 障 委 員 会 " と い

う ) は 次の各号の事項 を 審議 ・ 議決す る 。 〈改正2014年12月 30日 〉

1 . 第20条 の 2 第 3 項 に よ る 基礎 生活保障総合計画の樹立

2 . 所得認定額算定方式 と 基準 中位所得の 決定

3 . 給与 の種類別受給者選 定基準 と最低保障水準の 決定

4 . 第20条 の 2 第 2 項及 び第 4 項 に よ る 給与基準の 適正性等評価及 び

実態調査 に 関す る 事項

5 . 給与 の種類別漏落 ・ 重 複 、 次上位階層 の支援事業等 に 対す る 調整

6 . 第四条 の 3 に よ る 自 活基金の積 み立 て ・ 管理及び使用 に 関 す る 指

針 の樹立

7 . そ の 他、 委員 長が会議 に諮 る 事項

③中 央生活保障委員 会 は 、 委員 長 を 含めて16人以 内 の 委員 で構成 し 、 委

員 は保健福祉部長官が次の各号 の いずれか一つ に 該 当 す る 者の 中 か ら
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委嘱 ・ 指名 し 、 委員 長は保健福祉部長官 と す る 。〈 改正2014年 12月 30

日 〉

1 . 公的扶 助 又は 、 社 会福祉 に 関連す る 学問 を専攻 し た専門 家 で、あ っ

て 、 大学の助教授以上の者、 又は 、 研究 機 関 の研究 員 と し て在 職

中 で あ る 者 5 人以内

2 . 公益 を 代表す る 者 5 人以内

3 . 関係行政機関所属 の 3級 以上の公務員又は高 位公務員団 に 属 す る

一般 職公務員 5 人以内

④第 l 項 に よ る 市 ・ 道及び市 ・ 郡 ・ 区生活保障委員 会 の 委員は 、 市 ・ 道

知事又は 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長が次の各号の いずれか に該 当 す る 者の 中

か ら 委嘱 ・ 指名 し 、 委員 長は 、 該 当 市 ・ 道知事又は 市長 ・ 郡長 ・ 区庁

長 と す る 。 た だ し 、 第 1 項 た だ し書 に よ り 、 他の委員会が生 活保障委

員 会 の機能 を 代替す る 場合、 委員 長 は 、 条例で定め る 。

1 . 社 会保障 に 関 す る 学識 と 経験 があ る 者

2 . 公益 を 代表す る 者

3 . 関係行政機関所属公務員

⑤ 第 1 項の規定に よ る 生活保障委員 会は 、 審議 ・ 議決 に 関 連 し て 必要 な

場合、 保障機関 に対 し 、 その所属 公務員 の 出席 、 又 は 資料 の提 出 を 要

請す る こ と がで き る 。 こ の場合、 該 当保障機関は 正 当 な 理 由 が なけ れ

ば、 要 請 に 応 じ なけ れ ばな ら な い。

⑥市 ・ 道及び市 ・ 郡 ・ 区生活保障委員 会の機能 と 各生活保障委員会の構

成 ・ 運営 等 に 必要 な 事項は 大統領令で定め る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第20条の2 (基礎生活保障計画の樹立及び評価)

①所管 の 中 央行政機 関 の 長は 、 受給 者の最低生 活 を 保障す る た め に 、 3

年 ご と に 所管 別 に 基礎生 活保障基本計画 を樹立 し て保健福祉部長官 に

(龍法 '20) 53-1. 331 (331) 



研究ノート

提 出 し な け ればな ら な い。

②保健福祉部長官及び所管 中央行政機関 の 長 は 、 第 4 項の規定に よ る 実

態調査の結果 を 考慮 し て給与基準の適正性等 に対す る 評価 を 実施す る

こ と が可能であ っ て 、 こ れ に 関連し て専門 的 な 調釜 ・ 研究 等 を 「公的

機 関 の 運営 に 関 す る 法律J に よ る 公的機関又 は民間 法人 ・ 団 体等 に 委

託す る こ と がで き る 。

③保健福祉部長官は 第 1 項 に よ る 基礎 生活保障基本計画 及 び第 2 項 に よ

る 評価結果 を 総合 し て 、 基礎 生活保障総合計画 を 樹立 し て 、 中央生活

保障委員 会 の 審議 を 受 け な ければな ら な い。

④保健福祉部長官 は受給権者、 受給者及 ぴ次上位階層等の規模 ・ 生活実

態 の把握 、 最低生計費 の計測等の た め に 3 年 ご と に 実態調査 を 実施 ・

公表 し な ければな ら な い。

⑤保健福祉部長官及 び所管 中央行政機関 の 長 は 、 関係行政機関、 地方 自

治体、 「公的機 関 の 運営 に 関す る 法律J に よ る 公的機関等 に 対 し 、 評

価 に 関 す る 意見又は、 資料 の提出 を求 め る こ と がで き る 。 こ の 場合、

関係行政機関 な どは 特別 な理由がな け れば、 こ れ に 応 じ な け れ ば な ら

な い。

[本条新設2014年12月 30 日 ]

第4寧 給与の実施

第21条 (給与の申請)

①受給権者 と そ の 親族、 そ の他の 関係者は、 所轄の市長 ・ 郡長 ・ 区庁長

に 受給 権者 に 対す る 給与 を 申 請 す る こ と がで き る 。 次上位者が給与 を

申 請 し よ う と す る 場合 も 同様で、 こ の場合、 申 請方法 と 手続 き 、 及 ぴ

調査な ど に 関 し て は 、 第 2 項か ら 第 5 項 ま で、 第22条、 第23条及 び第

23条 の 2 を 準用 す る 。 〈改正2014年12月 30 日 〉
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②社 会福祉専門 担 当 公務員は 、 こ の 法律 に よ る給 与 を 必要 と す る 人が漏

落 し な い よ う に す る た め に管 轄地域 に 居住す る 受給 権者 に対す る給 与

を 職権で 申 請す る こ と がで き る 。 こ の場合、 受給 権者の 同 意 を 求め な

け れ ば な ら ず、 受給 権者の 同意は 受給 権者の 申 請 と み な す こ と がで き

る 。

③第 1 項 に よ り給 与 申 請 を 行 う 時や 第 2 項 に よ り 社 会福祉専門 担 当 公務

員 が給 与 申 請 を 行 う こ と に受給 権者が同意 し た 時 には 、 受給 権者 と扶

養義務者は 次の各号の 資料又は 、 情報の提供 に 対 し て 同 意す る旨 の書

面 を 提 出 し な け ればな ら な い。

1. I金融実名 取引 及 び秘密保障 に 関 す る 法律」 第 2 条 第 2 号及 び第

3 号 に よ る 金融資産及 び金融取引 の 内容 に対す る 資料 又は 情報の

う ち 、 預金の平均残 額及びそ の他大統領令で定め る 資料又は 情報

(以下“金融情報" と い う 。 )

2 .  I信 用 情報 の 利用 及 び保護 に 関 す る 法律」 第 2 条 第 l 号 に よ る信

用 情報の う ち 、 債務額及 びその他大統領令で定め る 資料又は 、 情

報 (以下“信用情報" と い う )

3 . I保険業法J 第 4 条 第 1 項各号 に よ る保険 に 加 入 し て 納付 し た保

険料 及 びそ の他、 大統領令で定め る 資料又は 、 情 報 (以下“保険

情報" と い う )

④第 1 項 に よ り 受給 権者等が給 与 を 申 請す る 場合、 社 会福祉専門 担 当 公

務員は 申 請 し た 者が給 与 に 関 す る 情報の不足等で不利 な立 場 に置 かれ

な い よ う に 、 受給 権者 の 選定基準、 給 与 の 内容 及 び 申 請方法等 を わ か

り や す く 説明 し な け ればな ら な い。 〈新設2016年 2 月 3 日 〉

⑤市長 ・ 郡長 ・ 区庁長は 、 申 請者 に対 し 、 給 与 の 申 請 の撤 回 や放棄 を誘

導 す る 行為 を し ては な ら な い。 〈新設20日 年 2 月 3 日 〉

⑥第 l 項及 び第 2 項 に よ る給 与 の 申 請方法及 び手続 き な ど に 関 し て 必要

な 事項は保健福祉部令で定め る 。 〈改正2016年 2 月 3 日 〉
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⑦第 3 項 に よ る 同 意 の 方法 ・ 手続 き 等 に 関 し て 必要な事項は 大統領令で

定め る 。〈 改正2016年 2 月 3 日 〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第22条 (申請に よ る 調査)

①市長 ・ 郡長 ・ 区庁長は 第21条 に よ る 給与 申 請があ る 場合 には 、 社 会福

祉専門 担 当 公務員 に 、 給与の 決定及 び実施等 に必要な 次の各号の事項

を 調査 さ せ、 受給権者に保障機関 が指定す る 医療機関 で検診 を 受け さ

せ る こ と がで き る 。 (改正2014年12月 30 日 〉

1 . 扶 養義務者の有無及び扶 養能力等扶 養義務者に 関 連す る 事項

2 . 受給権者及 び扶 養義務者の所得 ・ 財産 に 関す る 事項

3 . 受給権者の勤労能力 、 就業状態、 自 活欲求 等第28条 に よ る 自 活支

援計画樹立 に 必要 な事項

4 . そ の他、 受給権者の健 康状態、 世帯特性等生活実態 に 関 す る 事項

②市長 ・ 郡長 ・ 区庁長は 第 1 項 に よ り 申 請 し た 受給権者又は 、 そ の扶 養

義務者の所得、 財産及び健 康状態等 を 確認す る た め に 必要 な 資料 の確

保が困 難 な 場合、 保健福祉部令で定め る と こ ろ に よ り 、 受給権者又は 、

扶 養義務者 に 必要 な 資料 の提出 を求 め る こ と がで き る 。〈 改正2014年

12月 30 日 〉

③市長 ・ 郡長 ・ 区庁長は 給与 の 決定 ま たは 、 実施等の た め に 、 必要 な 場

合 には 第 1 項各号の調査を 関係機関 に 委嘱す る か、 若 し く は 受給権者

又は 、 そ の扶 養義務者の雇用主、 そ の他の 関係者 に 関係 資料 の提 出 を

要請す る こ と がで き る 。〈 改正2014年12月 30 日 〉

④保 障機闘 が 第 1 項各号 の 調 査 を す る た め に 金融 ・ 国税 ・ 地 方税 ・ 土

地 ・ 建物 ・ 自 動車 ・ 健 康保険 ・ 国民年金 ・ 雇用 保険 ・ 出 入 国 ・ 兵務 ・

矯正等 関 連 コ ン ピ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク 又は 、 資料 を 利用 し よ う と す

る 場合 には 、 関係機関 の 長 に協力 を 要請す る こ と がで き る 。 こ の場合、
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関 係機 関 の 長は 正 当 な 理 由 が な け れ ば、 協 力 し なけ れ ば な ら な い 。

〈 改正2017年12月 12日〉

⑤ 第 1 項 に よ り 調査 を 行 う 社 会福祉担当 公務員は 、 そ の 権限 を 表示す る

証票及 び調査期 間 、 調査範囲、 調査担 当 者、 関係法令等保健福祉部令

で定め る 事項が記載 さ れ た書 類 を 持 っ て こ れ を 関係 者 に 示 さ な け れ ば

な ら な い。〈 改正2016年 2 月 3 日〉

⑥保障機関 の 公務員又は 、 公務員 で あ っ た 者は 第 1 項か ら 第 4 項 ま で の

規定 に よ り 得 た 情報 と 資料 を 、 こ の 法律が定め た保障 目 的以外に 他 の

用 途で使用 す る か、 若 し く は 他の者又は 、 機関 に提供 し では な ら な い 。

⑦保障機関は 、 第 1 項か ら 第 4 項 ま で の 規定 に よ る 調査結果の台帳 を

作成 し 、 具備 し て お か な ければな ら ず、 そ の他調査 に 必要 な 事項は 、

保健福祉部長官が定め る 。 た だ し 、 コ ン ビ ュ ー タ 情報処理 シ ス テ ム に

よ っ て 管理す る 場合 には コ ン ピ ュ ー タ フ ァ イ ル に代替す る こ と がで き

る 。

⑧保障機関は 、 受給 権者又は 、 扶 養義務者が第 1 項 及 び第 2 項 に よ る 調

査又は 、 資料提 出 の求 め を 2 回 以上拒否 ・ 妨害又は 、 忌避す る か、 又

は 検診指示 に 従 わ な け れば給 与 申 請 を 却下す る こ と がで き る 。 こ の場

合、 第29条 第 2 項 を 準用 す る 。

⑨第 1 項 に よ る 調査の 内容 ・ 手続 き ・ 方法等 に 関 し て 、 こ の 法律で定め

る 以外 の 事項は 、 「行政調査基本法」 で 定 め る と こ ろ に よ る 。〈 新設

2016年 2 月 3 日 )

[全文改正2012年 2 月 1 日]

第23条(確認調査)

①市長 ・ 郡長 ・ 区庁長は 受給 者及 び受給 者 に対す る給 与 の 適正性 を確認

す る た め に 毎年、 年 間 調査計画 を 樹立 し て 、 管轄 区域の受給 者 を 対象

に 、 第22条 第 1 項各号の事項 を 毎年 1 回 以上、 定期 的 に 調 査 し な け れ
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ばな ら な い が、 特 に 必要 と 認め る 場合 に は 、 保障機関が指定す る 医療

機関で、 検診 を 受 け さ せ る こ と がで き る 。 た だ し 、 保健福祉部長官が

定 め る 事項 は 、 四 半期 ご と に 調査 し な け れ ば な ら な い 。 〈改正2014年

12月 30 日 〉

②受給者 の 資料提 出 、 調査の委嘱、 関連 コ ン ビ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー ク の

利 用 、 そ の他、 確認調査の た め に必要 な 事項 に 関 し て は 、 第22条 第 2

項か ら 第 7 項 ま で の 規定 を 準用 す る 。

②保障機関 は受給者又 は 、 扶養義務者が第 l 項 に よ る 調査や 第 2 項 に よ

り 準用 さ れ る 第22条第 2 項 に よ る 資料提出 の 求め を 2 回 以上拒否 ・ 妨

害又 は 、 忌避す る か、 又 は検診指示 に従わ な け れば受給者 に 対す る 給

与 決定 を 取 り 消すか、 若 し く は給与 を 停止又は 中止す る こ と がで き る 。

こ の場合、 第29条第 2 項 を 準用 す る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第23条の2 (金融情報などの提供)

①保健福祉部長官 は 、 「金融実名 取引 及 び秘密保障 に 関 す る 法律」 第 4

条第 1 項並びに信用 情報の利用 及 ぴ保護 に 関 す る 法律第32条 第 1 項 の

規定 に かか わ ら ず、 受給権者 と そ の扶養義務者が、 第21条 第 3 項 に よ

り 提 出 し た 同 意 書 面 を 電子 形態 に 代 え た 文 書 に よ り 、 金 融 機 関 等

(í金融実名 取引 及 び秘密保障 に 関 す る 法律J 第 2 条第 1 号 に よ る 金融

会社等、 「信用 情報の利用 及 び保護 に 関 す る 法律」 第25条 に よ る 信用

情報集 中機関 を い う 。 以下同 じ) の 長 に 金融情報 ・ 信用 情報又 は保険

情報 (以下“金融情報等" と い う ) の提供 を 要請す る こ と がで き る 。

②保健福祉部長官 は 第23条 に よ る 確認調査の た め に 必 要 と 認 め る 場合

「金融実名取引 及 び秘密保障 に 関す る 法律」 第 4 条 第 1 項 と 「信用情

報の利用 及 び保護 に 関 す る 法律」 第32条第 1 項 に かか わ ら ず、 大統領

令で定め る 基準 に よ り 人的事項 を 記載 し た 文書又 は 、 情報通信 ネ ッ ト

(龍法 '20) 53-1. 336 (336) 
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ワ ー ク で金融機関 な どの長に受給者 と 扶養義務者の 金融情報等 を 提供

す る よ う に要請す る こ と がで き る 。

③第 1 項及 び第 2 項 に よ り 金融情報 な どの提供 を 要 請 さ れ た 金融機 関 な

ど の 長 は 「金融実名取引 及 び秘密保障 に 関 す る 法律J 第 4 条 と 「信用

情報の利用 及 び保護 に 関 す る 法律」 第32条 に か か わ ら ず、 名 義 人 の 金

融情報 な ど を 提供 し な ければな ら な い。

④第 3 項 に よ り 金融情報 な ど を 提供 し た 金融機関 な どの 長 は 、 金融情報

な どの提供事実 を 名 義 人 に 通知 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 名 義 人

が 同 意 し た 場合 に は 「金融実名取引 及 び秘密保障 に 関す る 法律」 第 4

条 の 2 第 l 項 と 「信用情報の利用 及 び保護 に 関 す る 法律」 第35条 に か

か わ ら ず、 通知 し な い こ と も あ る 。

⑤第 1 項か ら 第 3 項 ま で の規定 に よ る 金融情報 な どの提供要請 及 び提供

は 「情報通信 ネ ッ ト ワ ー ク 利用促進及 び情報保護 な ど に 関 す る 法律」

第 2 条第 1 項第 1 号 に よ る 情報通信 ネ ッ ト ワ ー ク を 利用 し な け れ ば な

ら な い 。 た だ し 、 情報通信 ネ ッ ト ワ ー ク の損傷等や む を 得 な い事 由 が

あ る 場合 は 、 こ の 限 り で な い。

⑥第 l 項か ら 第 3 項 ま で の規定 に よ る 業務 に 従事 し 、 又 は 従事 し て い た

者 は 、 業務上、 取得 し た 金融情報等 を 、 こ の 法律で定め た 目 的 以外の

他 の 用 途 に 使用 し 、 又 は他者若 し く は機関 に提供 し 、 又 は漏洩 し で は

な ら な い。

⑦第 1 項か ら 第 3 項 ま で と 第 5 項 に よ る 金融情報 な どの提供要請 及 び提

供 な ど に 必要 な 事項は大統領令で定め る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第24条 (次上位階層 に対す る 調査)

①市長 ・ 郡長 ・ 区庁長は給与 の種類別受給者選定基準 の 変更 な ど に よ っ

て 受給権者の 範 囲 が変動す る こ と に よ り 次年度、 こ の 法律 に よ る 給与
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が必要 に な る と 予測 さ れ る 受給権者の規模 を 調査す る た め に保健福祉

部令で定め る と こ ろ に よ り 次上位階層 に対 し調査す る こ と がで き る 。

〈改正2014年12月 30 日 〉

②市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は 第 1 項 に よ る 調査 を し よ う と す る 場合、 調査対

象者の 同 意 を 受 け な ければな ら な い。 こ の場合、 調査対象者の 同 意 は

次年度の給与 申 請 と み な す。 (改正2014年12月 30 日 〉

③調査対象者の 資料提出 、 調査の委嘱、 関連 コ ン ビ ュ ー タ ・ ネ ッ ト ワ ー

ク の利用 、 そ の他 に 次上位階層 に対す る 調査の た め に必要 な 事項 に 関

し て は 第22条第 2 項か ら 第 7 項 ま での規定 を 準用 す る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第25条 (調査結果の報告等)

第22条、 第23条、 第23条の 2 及 び第24条 に よ り 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長が受

給権者、 受給者、 扶養義務者及 び次上位階層 を調査 し た 時 に は保健福祉部

令で定め る と こ ろ に よ り 管轄市 ・ 道知事 に報告 し な け れ ば な ら ず、 報告 を

受 け た 市 ・ 道知事は こ れ を 保健福祉部長官及 び所管中央行政機 関 の 長 に 報

告 し な け れ ば な ら な い 。 市 ・ 道 知事が調査 し た 時 も 同 様 で あ る 。 〈 改 正

2014年12月 30 日 〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第26条(給与の決定 等)

①市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は 第22条 に よ り 調査を 行 っ た 時 に は 、 直 ち に給与

実施の可否 と 給与 の 内 容 を 決定 し な ければな ら な い 。 〈改正2014年 12

月 30 日 〉

②第24条 に よ り 次上位階層 を 調査 し た市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は 第27条 第 1

項の た だ し 書 に 規定 さ れた給与開始 日 が属 す る 月 に 、 給与実施の可否

と 給与 内 容 を 決定 し な け ればな ら な い。 〈改正2014年12月 30 日 〉

(龍法 '20) 53-1. 338 (338) 
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③市長 ・ 郡長・ 区庁長は第 1 項及 び第 2 項により給与実施の可否と給与

内容を決定したH守にはその決定の要 旨、 給与の種類 ・ 方法及 び給与の

開 始時期などを書而で受給椛者又は、 申請者に通知しなければならな

い。 (改正20 14年12 月 30 日 〉

④ 申請者に対する第 3 項の通知1は第2 1 条による給与の EI:I 請 日 から30 日 以

内に行わなければならない。 ただし、 次の各号のいずれか一つに 該 当

する場合には、 申請 日 から60 日 以内に通知することができる。 この場

合、 通 知 書にその 理 由 を具体的に 明 示 しなければならない。 ( 改正

20 14年12 月30 日 〉

1 . 扶養義務者の所得・ 財 産などの調査に 日 数を要する特別な理由が

ある場合

2 . 受給権者又は、 扶養義務者が第2 2 条第 l 項 ・ 第 2 項 及 び関 係法律

による調査や資料提 出の求めを拒否 ・ 妨害又は、 忌避する場合

[全文改正20 12 年 2 月 l 日]

〔参考) 2020年 6 月 4 日 施行の改正規定

第26条 (給与の決定等)

①市長 ・ 郡長・ 区庁長は第2 2 条により調査を行った時には直ちに給与実

絡の可否と給与の内容を決定しなければならない。 〈改正20 1 4 年 1 2 月

30 日 〉

②第2 4条により次上位|積層を調査した市長 ・ 郡長 ・ 区J'f長は第27条第 1

項のただし書に規定された給与開 始 日 が属する月 に給与実施の可否と

給与内容を決定しなければならない。 (改正20 14年12 月30 �I ) 

①市長・ 郡長 ・ 区庁長は第 p 質及 び第 2 項により給与実施の可否と給与

内 容を決定した時にはその決定の要 旨 (給与の算出根拠を含 む ) 、 給

与の種類・ 方法及 び給与の開 始時期などを番而で受給権者又は、 申 請

者に通知しなければならない。 〈改正20 14年12 月30 日 、 20 19年 1 2 月 3
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日 〉

④ 申 請者に対する第 3 項の通知は第21条による給与の 申 請 白 から30 日 以

内に行わな ければならない。 ただし、 次の各号のいずれか一つに該当

する場合には申 議 日から60 EI 以内に通知することができる。 この場合、

通知書にその理由を具体的に明示しなければならない。 〈改正20 14年

12月30 日 〉

1 . 扶養義務者の所得・ 財産などの調査に 日 数を要する特別な理由が

ある場合

2 . 受給権者又は、 扶養義務者が第22条第 l 項 ・ 第 2 項及 び関 係法律

による調査や資料 提出 要求を拒否・ 妨害又は、 忌避する場合

[全文改正20 12年 2 月 1 白]

[施行 日 : 2020 年 6 月 4 日]第26条

第27条 (給与の実施等)

①第26条第 1 項により給与笑施及 び給与内容が決定された受給者に対す

る給与は第21条による給与の申 請 日 から開始する。 ただし、 第 6 条に

より保健福祉部長官又は、 所管中央行政機関の長が、 毎年決定・ 公表

する給与の種類別受給者選定基準の変更によって毎年 1 月に新たに受

給者として決定される者に対する給与は当 該年度の 1 月 1 日 をその給

与 開始 日 にする。 〈改正20 14年12月30 日 〉

②市長・ 郡長・ 区庁長は第26条第 1 項による給与実施の可否の決定以前

であっても、 受給権者に給与を実施すべき緊急 な 必要性があると認め

られる時には第7条第 l 項の各号に規定された給与の一部を実施する

ことができる。 〈改正20 14年12月30 日 〉

[全文改正20 12年 2 月 1 日]

第27条の 2 (給与の支給方法等)
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①保障機関 が給与 を 金銭で支給す る 時 に は受給者の 申 請 に よ り 受給者名

義 の 指定 さ れ た 口 座 (以下“給与受給 口座" と い う ) に 入金 し な け れ ば

な ら な い 。 た だ し 、 情報通信障害 や そ の他、 大統領令で定 め る や む を

得 な い 理 由 で給与受給口座 に振替がで き な い 時 に は大統領令で定め る

と こ ろ に よ り 給与 を 支給す る こ と がで き る 。

②給与受給 口 座 の 該 当 金融機関 は 、 こ の法律 に よ る 給与 と 第 4 条 第 4 項

に よ り 地方 自 治体が実施す る 給与 の み が給与受給 口 座 に 入金 さ れ る よ

う に 管理 し な け れ ば な ら な い。 〈改正2018年12月 1 1 日 〉

③第 1 項 に よ る 口座入金や現金支給等 の方法 ・ 手続 き と 第 2 項 に よ る 給

与受給口座の管理に必要な事項 は大統領令で定め る 。

[本条新設2011年 6 月 7 日 ]

第27条の3 (給与の代理受領等)

a:保障機関 は受給者が次の各号の いずれか一つ に 該 当 す る 場合 に は 、 第

27条 の 2 第 1 項の条文に かかわ ら ず、 受給者又 は 、 後見人の 同 意 を 受

け て 、 給与 を 受給者の配偶者、 直系血族又 は 、 3 親等 以 内 の 傍系 血族

(以下“配偶者 な ど" と い う ) 名義の 口 座 に 入金す る こ と がで き る 。

1 . 被成年後見人で あ る 場合

2 . 債務不履行 で金銭債権が差 し押 さ え ら れ た 場合

3 . そ の他、 大統領令で定め る 理 由 で本人名 義の 口 座 を 開設す る こ と

が 困 難 な 場合

②第 1 項 に よ り 配偶者等の 名 義 の 口 座 に 給与 を 支給 し よ う と す る 保障機

関 は 、 あ ら か じ め そ の 理 由 、 入金す る 給与 の 使用 目 的 及 び他 の 用 途 の

使用 禁止等 に 関 す る 事項 を 配偶者等 に 知 ら せ な け れ ば な ら な い 。

③第 1 項 に よ り 給与 を 支給 さ れ た 配偶者 な ど は 該 当 給与 を 目 的以外の用

途で使用 し で は な ら な い 。

④第 1 項 に よ る 配偶者等 に 対す る 給与支給手続 き 及 び方法 な ど に 必 要 な
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事項 は大統領令で定め る 。

[本条新設2019年 4 月 23 日 ]

第28条(自活支援計画の樹立)

①市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は受給者の 自 活 を体系 的 に 支援す る た め に保健福

祉部長官が定め る と こ ろ に よ り 第22条、 第23条、 第23条 の 2 及 び第24

条 に よ る 調査結果 を 考慮 し て 受給者世帯別 に 、 自 活支援計画 を樹立 し

て 、 こ れ に よ り 、 こ の 法律 に よ る 給与 を 実施 し な け れ ば な ら な い 。

(改正2014年12月 30 日 〉

②保障機 関 は 受給者 の 自 活 の た め に 、 必要 な 場合 に は 「社会福祉事業

法」 な ど他の法律に よ り 保障機関が提供で き る 給与があ る か、 又 は 民

問機関 な どが援助 を 提供す る 場合、 第 1 項の 自 活支援計画 に よ り 給与

を 支給 し 、 又は援助 と 連携す る こ と がで き る 。

③市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は受給者の 自 活条件の変化 と 給与実施結果 を 定期

的 に 評価 し て 必要 な 場合、 自 活支援計画 を 変 更す る こ と がで き る 。

〈改正2014年12月 30 日 〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第29条(給与の変更)

①保障機関 は受給者の所得 ・ 財産 ・ 勤労能力等が変動 し た 場合 に は 、 職

権で、 又 は 、 受給者やそ の 親族、 そ の他の 関係者の 申 請 に よ っ て 、 受

給者への給与 の 種類 ・ 方法等 を 変更す る こ と がで き る 。

②第 1 項 に よ る 給与の変更 は書面で、 そ の 理由 を 具体的 に 明示 し て 受給

者 に 通 知 し な け れ ば な ら な い。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

(官官法 '20) 53-1， 342 (342) 
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〔参考J 2020年 6 月 4 日 施行の改正規定

第29条 (給与の変更)

①保|療機関は受給者の所得・ 財 産 ・ 勤労能力等が変動した場合には職権

で、 又は、 受給者やその親族、 その他の関係者の申 請によって、 受給

者への給与の種類 ・ 方法等 を変更することができる。

②第l 項による給与の変更は鉢 出根拠等の理由 を 具体的に明 示して書面

で受給者に通知しなければならない。 〈改正20 19年12月 3 日. > 

[全文改正20 12年2月 1 日]

[施行 日 : 2020 年 6 月 4 EI ] 第29条

第30条 (給与の中止等)

①保障機関は受給者が次の各JZfのいずれか一つに該当する;場合には給与

の全部 ま たは、 一 部 を中止しなければならない。

1 . 受給者に対する給与の全音11又は、 一吉11が必要ではなくなった場合

2 . 受給者が給与の全音11又は、 一部 を 矩否した場合

②勤労能力がある受給者が第 9 条第 5 項の条件 を 履行しない場合、 条件

を 履行する時 ま で第7条第2 項にかかわらず、 勤労能力がある受給者

本人の生計給与の全部又は、 一 部 を 支給しないことがあ る。

③第 l 項及 び第2 項による給与のr-I" 止な どに関しては第29条第2 項 を 準

用する。

[全文改正20 12年2 月 1 1:1 ] 

第31 条 (聴聞)

保障機関は第16条第3項により地域自活セ ン タ ーの指定 を 取り消そ う と

する場合及 び第23 条第3項により給与の決定 を 取り消そ う とする場合には、

i聴聞 を 行わなければならない。

[全文改正20 12年2 月 1 日]

(飽法 '20) 53-l .  343 (343) 
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第 5章 保障施設

第32条 (保障施設)

こ の法律で“保障施設" と は 第 7 条 に規定 さ れた給与 を 実施す る 「社会福

祉事業法J に よ る 社会福祉施設で あ っ て 、 次の各号の施設の う ち 、 保健福

祉部令で定め る 施設 を い う 。

(改正2014年12月 30 日 、 2016年 5 月 29 日 〉

1 . I障害者福祉法」 第58条第 1項第 1 号の 障害者居住施設

2 .  I老人福祉法J 第32条 第 1 項の老人住居福祉施設及 び 同 法第34条

第 1 項の老人医療福祉施設

3 .  I児童福祉法」 第52条 第 1 項及 び第 2 項 に よ る 児童福祉施設及 び

統合施設

4 .  I精神健康増進及 び精神疾患者福祉サ ー ビ ス 支援 に 関 す る 法律J

第22条 に よ る 精神療養施設及 び同法第26条 に よ る 精神社会復帰施

設

5 .  I野宿者等の福祉及 び 自 立支援 に 関 す る 法律j 第16条第 1 項第 3

号 及 び第 4 号の 野宿者社会復帰施設及 び野宿者療養施設

6. I家庭暴力 防止及 び被害者保護等 に 関 す る 法律」 第 7 条 に よ る 家

庭暴力被害者保護施設

7 . I性売買 防止及 び被害者保護等 に 関 す る 法律」 第 9 条 第 1 項 に よ

る 性売買被害者 な どの支援施設

8 .  I性暴力 防止及 び被害者保護等 に 関 す る 法律」 第12条 に よ る 性暴

力 被害者保護施設

9 .  I ひ と り 親家族支援法j 第四条第 l 項の ひ と り 親家族福祉施設

10. I社会福祉事業法J 第 2 条 第 4 号の社会福祉施設の う ち 、 結核及

ぴ、ハ ン セ ン 病療養施設

11 . そ の他、 保健福祉部令で定め る 施設

(龍法 '20) 53-1. 344 (344) 
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[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第33条 (保障施設の長の義務)

①保障施設の 長 は保障機聞 か ら 受給者 に対す る 給与 を 委託 さ れた場合に

は 正 当 な 理 由 な く こ れ を 拒否 し で は な ら な い。

②保障施設 の 長 は 委託 さ れた受給者 に保健福祉部長官及 び所管 中 央行政

機 関 の 長が定め る 最低基準 以 上 の 給与 を 実施 し な け れ ば な ら な い 。

〈改正2014年12月 30 日 〉

③保障施設 の 長 は 委託 さ れた 受給者 に給与 を 実施す る 時、 性別 ・ 信仰 ま

た は 、 社会的身分等 を 理 由 に 差別待遇 を し て は な ら な い 。

④保障施設 の 長 は 委託 さ れた受給者 に給与 を 実施す る 時、 受給者の 自 由

な 生活 を 保障 し な ければな ら な い。

⑤保障施設の 長 は 委託 さ れた受給者 に宗教上の行為 を 強制 し で は な ら な

し 、。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第 6章 受給者の権利 と義務

第34条 (給与変更の禁止)

受給者 に 対す る 給与 は正 当 な 理 由 な し に 受給者に不利 に 変更す る こ と が

で き な い 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第35条 (差 し 押 さ え 禁止)

①受給者 に 支給 さ れた受給品 ( 第 4 条第 4 項 に よ り 地方 自 治体が実施す

る 給与 を 含 む) 及 び こ れ を 受 け る 権利 は差 し押 さ え る こ と は で き な い。

〈改正2011年 6 月 7 日 、 2018年 12月 11 日 〉

(償法 '20) 53-1， 345 (345) 
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②第27条 の 2 第 1 項 に よ り 指定 さ れた給与受給口座の預金 に 関す る 債権

は差 し押 さ え る こ と は で き な い。 (新設2011年 6 月 7 日 〉

第36条 (譲渡禁止)

受給者 は給与 を 受 け る 権利 を 他人 に譲渡す る こ と がで き な い 。

第37条 (申告の義務)

受給者 は居住地域、 世帯の構成又 は、 賃貸借契約 内容が変更 し 、 又 は 第

22条第 1 項各号の事項が著 し く 変更 し た 時 に は、 直 ち に 管轄保障機関 に 申

告 し な け れ ば な ら な い 。 〈改正2014年12月 30 日 〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第 7章 異議申請

第38条 (市 ・ 道知事に対す る 異議申請)

①受給者又は給与若 し く は給与変更 を 申 請 し た 人 は 、 市長 ・ 郡長 ・ 区庁

長 (第 7 条第 1 項第 4 号の教育給与であ る 場合 に は市 ・ 道教育監 を い

う ) の処分に対 し て 異議があ る 場合 に は そ の 決定の通知 を 受 け た 日 か

ら 90 日 以 内 に 該 当 保障機関 を 経 て 、 市 ・ 道知事 (特別 自 治市長 ・ 特別

自 治道知事及 び市 ・ 道教育監の処分に異議があ る 場合 に は 該 当 特別 自

治市長 ・ 特別 自 治道知事及 び市 ・ 道教育監 に行 う ) に書面又 は 、 口頭

で異議 を 申 請す る こ と がで き る 。 こ の場合、 口頭で異議 申 請 を 受 け付

け た 保障機関 の公務員 は異議 申 請書 を 作成で き る よ う に協力 し な け れ

ばな ら な い 。 〈改正2014年12月 30 日 、 2017年12月 12 日 〉

②第 1 項 に よ る 異議 申 請 を 受 けた市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は 、 10 日 以内 に 意

見書 と 関係書類 を 添付 し て市 ・ 道知事 に送 ら な け れ ば な ら な い。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

(健法 '20) 53-1. 346 (346) 
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第39条 (市・道知事の処分等)

①市 ・ 道知事が第38条 第 2 項 に よ り 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長か ら 異議 申 請書

を 受 け た 時 (特別 自 治市長 ・ 特別 自 治道知事及 び市 ・ 道教育監の場合

に は 、 直接異議 申 請 を 受 け た 時 を い う ) に は30 日 以 内 に 必要 な 審査 を

行 い 、 異議 申 請 を 却下若 し く は棄却す る か、 該 当 処分 を 変更又は取 り

消 し 、 そ の他必要 な 給与 を 命 じ な け れ ば な ら な い 。 〈 改正2014年 12月

30 日 〉

②市 ・ 道知事 は 第 1 項 に よ る 処分等 を 行 っ た 時 に は 直 ち に 申 請人 と 該 当

市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 に そ れぞれ書面で通知 し な け れ ば な ら な い 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第40条 (保健福祉部長官 等に対す る 異議申請)

①第39条 に よ る 処分等 に つ い て異議の あ る 者 は 、 そ の処分等 の 通 知 を 受

け た 日 か ら 90 日 以内 に 市 ・ 道知事 を 経 て 保健福祉部長官 ( 第 7 条 第 l

項 第 2 号又 は 第 4 号の住居給与又は教育給与 の 場合 に は 、 所管 の 中 央

行政機関 の 長 に 行 う が、 保健福祉部長官 に 行 っ た 異議 申 請 は 、 所管 の

中 央行政機関 の 長 に 行 っ た も の と み な す ) に 書面又 は 口 頭 で異議 を 申

請す る こ と がで き る 。 こ の場合、 口頭で異議 申 請 を 受 け 付 け た保障機

関 の 公務員 は異議 申 請書 を 作成 で き る よ う に協力 し な け れ ば な ら な い 。

〈改正2014年12月 30 日 、 2017年12月 12 日 〉

②市 ・ 道知事 は 第 1 項 に よ る 異議 申 請 を 受 け た場合、 10 日 以 内 に 意見書

と 関 係書類 を 添付 し て 保健福祉 部長官又 は 、 所管 中 央行 政機 関 の 長

( 第 7 条 第 1 項 第 2 号又 は 、 第 4 号 の住居給与又 は 、 教育給与 で あ る

場合 に 限 る ) に 送 ら な け れ ばな ら な い 。 〈改正2014年12月 30 日 〉

③第 l 項及 び第 2 項 に規定 さ れた事項以外の異議 申 請 の 方法等 は 大統領

令で定め る 。 〈新設2014年12月 30 日 〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

(龍法 '20) 53-1. 347 (347) 
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[条文見出 し 改正2014年12月 30 日 ]

第41条(異議申請の決定及び通知)

①保健福祉部長官又 は 、 所管中央行政機 関 の 長 は 第40条 第 2 項 に よ り 異

議 申 請書 を 受け た 時 に は30 日 以内 に 必要 な 審査 を 行 い 、 異議 申 請 を 却

下若 し く は、 棄却す る か、 該 当 処分の変更又 は 、 取 り 消 し の 決定 を 行

わ な け れ ば な ら な い 。 〈改正2014年12月 30 日 〉

②保健福祉部長官又 は 、 所 管 中 央行政機 関 の 長 は 第 1 項 に よ る 決定 を

行 っ た 時 に は 直 ち に 市 ・ 道知事及 び 申 請人 に そ れぞれ書面で決定内容

を 通知 し な ければな ら な い。 こ の場合、 所管 中央行政機 関 の 長が決定

内 容 を 通知す る 時 に は 、 そ の 事実 を 保健福祉部長官 に通知 し な け れ ば

な ら な い 。 〈改正2014年12月 30 日 〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

[条文見 出 し 改正2014年12月 30 日 ]

第 8章 保障費用

第42条(保障費用 )

こ の 法律で“保障 費 用 " と は 、 次 の 各号 の 費用 を い う 。 〈改正2014年 12月

30 日 、 2019年 1 月 15 日 〉

1 . こ の 法律 に よ る 保障業務 に要す る 人件費 と 事務費

2 . 第20条 に よ る 生活保障委員 会の運営 に 要す る 費用

3 . 第 8 条、 第11条、 第四条、 第12条 の 3 、 第13条、 第14条、 第15条、

第15条の 2 、 第15条の 3 、 第15条 の 10及 び第16条 か ら 第四条 ま で

の規定 に よ る 給与実施費用

4 . そ の他、 こ の法律に よ る 保障業務 に 要す る 費用

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]
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第43条 (保障費用 の負担区分)

①保障費用 の 負 担 は 次の各号の 区分に よ る 。 〈改正2014年12月 30 日 〉

1 . 園 、 又 は 、 市 ・ 道が直接遂行す る 保障業務 に 要 す る 費用 は 園 、 又

は 、 該 当 市 ・ 道が負担す る 。

2 . 第19条第 2 項 に よ る 給与の実施費用 は 園 、 又 は 、 該 当 市 ・ 道が負

担す る 。

3 . 市 ・ 郡 ・ 区が遂行す る 保障業務 に 要す る 費用 の う ち 、 第42条 第 1

号及 び第 2 号の費用 は該当市 ・ 郡 ・ 区 が負担す る 。

4 . 市 ・ 郡 ・ 区が遂行す る 保障業務 に 要す る 費用 の う ち 、 第42条 第 3

号及 び第 4 号 の 費用 (以下、 こ の 号で“市 ・ 郡 ・ 区保障費用 " と い

う ) は市 ・ 郡 ・ 区 の 財政条件、 社会保障費支 出 な ど を 考慮 し て 園、

市 ・ 道及 び市 ・ 郡 ・ 区 が次の 各 目 に よ り 差 を 設 け て 分担す る 。

カ . 国 は 、 市 ・ 郡 ・ 区保障費用 の総額の う ち 100分の40以上100分の90

以下 を 負 担す る 。

ナ. 市 ・ 道 は市 ・ 郡 ・ 区保障費 用 の 総額か ら カ 目 の 国負 担分 を 除外 し

た 金額 の う ち 100分の30以上100分の70以下 を 負 担 し て 、 市 ・ 郡 ・

区 は 、 市 ・ 郡 ・ 区保障費 用 の 総額 の う ち で、 国 と 市 ・ 道が負担す

る 金額 を 除外 し た 金額 を 負 担す る 。 た だ し 、 特別 自 治市 ・ 特別 自

治 道 は市 ・ 郡 ・ 区保障費用 の総額の う ち で 国が負 担す る 金額 を 除

外 し た 金額 を 負 担す る 。

②国 は毎年、 こ の 法律 に よ る 保障費用 の う ち 国負 担予 定合計額 を そ れぞ

れ補助金 と し て 支給 し て 、 そ の 過不足金額は 精算 し て 、 追加 で 支給す

る か、 又 は 返納 さ せ る 。

③市 ・ 道 は 毎年、 市 ・ 郡 ・ 区 に対 し て 第 2 項 に よ る 国 の補助金 に 、 第 1

項 第 4 号 に よ る 市 ・ 道の負 担予定額 を 合わせ て 補助 金 と し て 支給 し 、

そ の 過不足金額 は 、 精算 し て 追加 で支給す る か、 又 は 返納 さ せ る 。

④第 2 項 及 び第 3 項 に よ る 補助金の算 出 及 び精算方法 な ど に 関 し て 必要

(龍法 '20) 53-1， 349 (349) 
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な 事項 は 大統領令で定め る 。

⑤地方 自 治体の条例 に よ り 、 こ の法律に よ る 給与範囲及び水準 を 超過 し

て 給与 を 実施す る 場合、 その超過保障費用 は、 該 当 地方 自 治体が負 担

す る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第43条の2 (教育給与保障費用 負担の特例 )

第43条第 1 項 に かか わ ら ず、 第12条及び第12条 の 2 に よ り 市 ・ 道教育監

が遂行す る 保障業務 に 要す る 費用 は次の各号 に よ り 差 を 設 け て 分担す る 。

1 . 所得認定額が基準 中 位所得の 100分の40以上 で あ る 受給者 に 対す

る 入学金及 び授業料の支援は 「初 ・ 中等教育法J 第60条 の 4 に よ

る 。

2 . 所得認定額が基準 中 位所得 の 100分の40以上 で あ る 受給者 に 対 す

る 学用 品 費 と そ の他の受給品 は 園 、 市 ・ 道、 市 ・ 郡 ・ 区が負 担 し

て 、 具体的 な 負 担比率 に 関 す る 事項 は 第43条第 1 項第 4 号各 自 に

よ る 。

3 . 所得認定額が基準 中 位所得 の 100分の40未満 の 受給者 に 対す る 保

障費用 は 園 、 市 ・ 道、 市 ・ 郡 ・ 区が第43条 第 1 項第 4 号各 自 に よ

り 負 担す る が、 第12条の 2 に よ り 追加 的 に 適用 さ れ る 基準 に よ る

受給者 に 対す る 入学金及 び授業料の支援 は 「初 ・ 中 等教育法」 第

60条 の 4 に よ る 。

[本条新設2014年12月 30 日 ]

第44条削除 (2006 年12 月28 日 〉

第45条 (遺留金品 の処分 )

第14条 に よ る 葬祭給与 を 実施す る 場合 に 、 死亡者 に扶養義務者がい な い

(龍法 '20) 53-1. 350 (350) 
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時 に は 、 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長 は、 死亡者が遺留 し た 金銭又 は 、 有価証券で、

そ の 費用 に 充 当 し て 、 そ の不足額 は遺留 物 品 の 売却代金か ら 充 当 す る こ と

がで き る 。 〈改正2014年12月 30 日 )

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第46条(費用 の徴収)

①受給者 に 、 扶養能力 を 持 っ た扶養義務者がい る こ と が確認 さ れ た 場合

に は 、 保障費用 を 支給 し た保障機関 は 、 第20条 に よ る 生活保障委員 会

の 審議 ・ 議 決 を 経 て 、 そ の 費用 の全部又 は 、 一 部 を そ の扶養義務者か

ら 扶養義務の範囲で、 徴収す る こ と がで き る 。

②詑計及 び、 そ の他の不正 な 方法で給与 を 受 け、 又 は 他 人 に 給与 を 受 け

さ せ た 場合 に は 、 保障費用 を 支給 し た保障機関 は そ の 費 用 の全部又 は 、

一 部 を そ の 給与 を 受 け た 者又 は 、 給与 を 受 け さ せ た 者 (以下“不正受

給者" と い う ) か ら 徴収す る こ と がで き る 。

③第 1 項又 は 、 第 2 項 に よ り 徴収す る 金額 は そ れぞれ扶養義務者又 は 、

不正受給者 に 通知 し て徴収 し 、 扶養義務者又 は 、 不正受給者が こ れ に

対 し応 じ な い場合、 国税又 は、 地方税滞納処分の例 に よ り 徴収す る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第47条(返還命令)

①保障機 関 は 給与 の 変更又は、 給与 の停止 ・ 中 止 に よ り 受給者 に す で に

支給 し た受給品 の う ち 、 過剰 支給分が発生 し た場合 に は 、 直 ち に 受給

者 に 対 し 、 そ の 全部 ま た は 、 一部の返還 を 命 じ な け れ ば な ら な い 。 た

だ し 、 す で に こ れ を 消費す る か、 又 は そ の他、 受給者 に や む を え な い

理 由 があ る 時 に は そ の 返還 を 免除す る こ と がで き る 。

②第27条 第 2 項 に よ り 市長 ・ 郡長 ・ 区庁長が緊急給与 を 実施 し た が、 調

査結果 に よ り 給与 を 実施 し な い こ と に 決定 し た 場合、 給与費 用 の 返還

(龍法 '20) 53-1. 351 (351) 
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を 命 じ る こ と がで き る 。 〈改正2014年12月 30 日 〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第 9章 罰則〈改正20 1 2年2月 1 日〉

第48条 (罰則 )

①第23条 の 2 第 6 項 に違反 し て 、 金融情報等 を 使用 ・ 提供 又 は 、 漏洩 し

た 者 は 5 年以下の懲役又は、 5 千万 ウ ォ ン 以下 の 罰 金 に 処す る 。 (改

正2017年 9 月 19 日 〉

②第22条第 6 項 (第23条第 2 項で準用す る 場合 を 含む) に 違 反 し て情報

又 は 、 資料 を 使用 し た り 、 又 は 提供 し た 者 は 3 年 以 下 の懲役又 は 、

3 千万 ウ ォ ン 以下の 罰金に処す る 。 〈改正2017年 9 月 19 日 〉

1 . 削 除 (2017年 9 月 19 日 〉

2 . 削 除 (2017年 9 月 19 日 〉

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第49条 (罰則 )

次の各号 の いずれか一つ に 該当 す る 者 は 1 年以下の懲役、 1 千万 ウ ォ ン

以 下 の 罰 金、 拘留 又 は 、 過料に処す る 。 〈改正2014年12月 30 日 、 2019年 4

月 23 日 〉

1 . 虚偽や そ の他の不正 な 方法で給与 を 受 け、 又 は他 の 人 に 給与 を 受

け さ せた者

2 . 第27条 の 3 第 3 項に違反 し て支給 さ れた給与 を 目 的以外の 用 途 で

使用 し た 者

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第49条の2 (罰則 )

(龍法 .20) 53-1. 352 (352) 



韓国における改正国民基礎生活保障法 の特徴と課題

第15条 の 8 に 違反 し て 、 職務上知 り 得 た 秘密 を 漏洩 し 、 又 は 他 の 用 途 に

使用 し た 者 は 1 年以下の懲役又 は、 l 千万 ウ ォ ン 以下 の 罰 金 に 処す る 。

[本条新設2019年 1 月 15 日 ]

第50条 (罰則)

第33条 第 1 項又は、 第 5 項 に 違反 し て 受給者の給与委託 を 正 当 な 理 由 な

し に 拒否 し た者や 宗教上の行為 を 強制 し た 者 は 300万 ウ ォ ン 以 下 の 罰 金、

拘留又 は 、 過料 に 処す る 。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

第51条 (両罰規定)

法人 の代表者や法人又は、 個 人 の代理人、 使用 人、 そ の他 の 従業員 がそ

の法人又は、 個 人 の 業務 に 関 し て 第48条又 は 、 第49条 の 違反行為 を し た 時

は 、 そ の 行為 者 を 罰 す る 他、 そ の 法人又 は、 個 人 に も 各該 当 条 文 の 罰 金又

は 、 科料の刑 を 科す る 。 た だ し 、 法人又 は 、 個 人が、 そ の違 反行為 を 防止

す る た め に 該 当 業務 に 関 し て相 当 な 注意 と 監督 を 払 っ た と 認め ら れ る 場合

に は 、 こ の 限 り で は な い。

[全文改正2012年 2 月 1 日 ]

付則 〈法律第16734号、 2019年12月 3 日 〉

こ の 法律 は 公布後 6 ヶ 月 が経過 し た 日 か ら 施行す る 。

注) 条 文 は 、 韓 国法制処の ホ ー ム ペ ー ジか ら 入手 し た (http://www. law. go. kr/
LSW Ilmain. html) か ら 入手 し た (最終閲 覧2020年5月12日) 。

(飽法 '20) 53-1， 353 (353) 


